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序章 はじめに ― 私たちは何故新安保法制法違憲訴訟を提起したのか 

１ ２０１５年９月１９日，多くの国民の憲法違反の安保法制法反対の声の中で，

新安保法制法が成立した。 

この新安保法制法は，日本が他国から攻撃を受けなくとも，同盟国を守るため

の集団的自衛権の行使という理由で同盟国と他国間の戦争に参加できるものと

なっていることから，同法施行以降は日本と外国との戦争状態がなくとも，日本

が同盟国と他国間の戦争にまきこまれる危険が発生する事態となった。 

 

２ この新安保法制法成立以前は，日本が他国からの攻撃を受けていないのに他国

との戦争に突入することは憲法違反として認められていなかった。歴代の政府も

「それは憲法違反として認められない」というのが一貫した立場であった。 

１９９３年３月に米国が北朝鮮への攻撃を検討したいわゆる朝鮮半島危機の

際，米軍は日本政府に対して機雷の除去，武器弾薬の補給や輸送など１０５９項

目の対策支援を求めたが，この時も日本は「集団的自衛権の行使は認められない」

としてこれを断っている。 

  このように集団的自衛権行使を憲法違反として一貫して否定してきた日本が集

団的自衛権の行使を認めた新安保法制法の立法によって自国への攻撃がされて

いなくとも同盟国の行う戦争に参加できる国へと大きく歴史の舵をきったので

ある。 

 

３ 戦後，米国はアジアで多くの戦争を行ってきた。その主なものでも朝鮮戦争，

ベトナム戦争，アフガニスタン戦争，イランイラク戦争等がある。 

  そしてこれらの多くに戦争当事者でなかった他の国が集団的自衛権行使の名の

下に米国の同盟国として戦争に参加してきた。例えば韓国はアメリカが主導した

ベトナム戦争に集団的自衛権の行使という名目で参加し，幾万のベトナムの人々

を殺害し，自らも５０００人の兵員を死亡させるという結末をたどっている。 
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  これに対し，日本は米国との長年の同盟国であり国内に幾つものアメリカの軍

事基地を容認しながら，米国が行う戦争に参加したことは一度もなかった。それ

は憲法が他国との戦争を禁じ，集団的自衛権の行使についても歴代の政府が憲法

違反にあたるとして一切認めてこなかったからである。 

  しかし，新安保法制法が成立・施行された今日においては，日本が米国の行う

戦争に参加しないという保証はなくなった。これからは米国は世界のどこでも戦

争を行う場合に同盟国としての日本に対して，米国が他国と行う戦争に集団的自

衛権の行使という形で参加することを求めてくるであろう。これに対し，日本政

府のこれまでの米国追従の姿勢からすると，自らが行う戦争への支援協力と参加

を求める米国の強い要請を断れずに集団的自衛権の行使という形で米国の行う

戦争に参加していく可能性は十分ある。 

 

４ 現在も米国は，日本に近接する中国，北朝鮮だけでなく，中東のイラン等との

間に軍事的対立の芽を抱え，それが進行しつつある。万が一，米国とこれらの国

との間に局地的にでも戦争が勃発した場合は，これを「我国の存立危機事態の発

生」との政府の解釈，判断により集団的自衛権の行使として米国と他国との戦争

に加わる可能性を否定できなくなるといわねばならない。 

  「集団的自衛権の行使」の名目で日本が同盟国アメリカの行う戦争にまきこま

れることになるとどうなるか。まず日本の自衛隊の一員として戦争に参加するこ

とになる多くの若者が戦闘行為により死亡したり，重傷を負うことになる。また

日本の若者が自衛隊員として戦闘で戦争相手国の兵員を大量に殺害することに

なりかねないのである。 

 

５ ２０１８年１１月２９日の国会（衆院安全保障委員会）において，防衛省の内

部文書「機動展開構想想定案」（２０１２年３月２９日付）が明らかにされた。 

  この内部文書（戦争想定案）によると，島嶼を守備する２０００名の日本の配



9 

 

備兵力に対して，島の占拠を狙う４５００名の相手国侵攻上陸兵力との第１戦闘

において日本側兵員１４６２名が死亡し，相手側２４０９名が死亡すると想定さ

れている。そして続く第２戦闘（但し，日本側のみの追加投入兵力１７７４名）

において日本側兵員１４１７名が死亡，相手側１４１２名が死亡と想定されてい

る。こうして第１戦闘，第２戦闘の結果，その合計死亡者数は日本側兵員２８７

９名，相手国側兵員３８２１名になるものと想定されている。 

  この内部文書でなされた「島嶼奪回作戦」の想定は，日本の島（石垣島を想定）

が他国から攻撃された際の防衛戦争を想定したものであり，集団的自衛権の行使

を想定したものではない。しかし，ここで注目すべきはそれがどのような形での

戦闘であろうと，他国との戦争により日本が現実の戦闘行為に及ぶことになれば，

これに参加した若き自衛隊員を大量に死亡させることを覚悟しなければならな

い現実があること，そして防衛庁自身が自ら作成した戦争想定案の中でこのこと

を想定し，その戦争で敵・味方あわせて数千の兵員が死亡することを平然と認め

ていることである。 

 

６ 新安保法制法によって，「我国の防衛に資する活動」をする他国（米国）の武器

を防護するため自衛官に「武器の使用」が認められることになった。ここにいう

「武器」とは艦船や航空機も含まれるとされているが，これは極めて危険な規定

である。 

即ち，新安保法制法により同盟国（米国）の艦船などを含む武器防護のために

自衛隊の武器（戦闘機，艦船）を使用できることになったことから，何らかの偶

発的なきっかけのもと，同盟国を攻撃する第三国と艦船，戦闘機を使用しての戦

闘に突入する危険が現実のものとなっている。これは自衛隊が米国の艦船を防護

するという行動をとることによって，艦船，航空機を使用した第三国との本格的

戦争に巻きこまれてしまう危険があることを意味する。 
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７ 問題が深刻なのは，それが集団的自衛権の行使という形で当初は局地的戦争に

まきこまれていったものであったとしても，戦争はそれで終わるとは限らないと

いうことである。即ち集団的自衛権の行使ということで日本が同盟国の戦争相手

国との戦闘行為を行えば，相手国は当然に日本も同盟国と一体となった戦争の敵

国とみなし，反撃として場合によっては日本本土そのものの攻撃（例えばミサイ

ル攻撃，戦闘機・爆撃機による空襲）を行うことも考えられる。そうなれば，日

本は相手国との全面戦争に陥ることとなり，兵員のみならず一般市民を含む多数

の国民が戦争の犠牲になるという最悪の事態もおこりかねないのである。 

  このように，新安保法制法の存在により憲法９条は空洞化され，いつでも日本

が米国と他国との戦争にまきこまれるような危険が現実となった。そして日本が

まきこまれる戦争によって多くの自衛隊の若者が，さらには多くの一般市民が生

命を奪われ街や家屋を戦火で破壊される危機も私たちは覚悟しなければならな

くなった。 

 

８ 私たちは戦争の永久放棄を宣した現憲法が，日本で３１０万人，アジアで２０

００万人ともいわれる未曽有の犠牲を出した第二次世界大戦の惨禍を経て，もう

二度と戦争はしないという日本と世界の人々の固い決意の中で生みだされたも

のであることを忘れてはならない。 

  現憲法に明記された不戦の誓いは，戦争であまたの同胞を失い，街を，家を戦

火で焼かれる等，戦争の惨禍と残酷を身をもって体験した私たちの両親，祖父母

たちの血のにじむような願いがこめられたものであった。 

  戦争を二度としないと誓い，それを世界に約束した平和憲法があるのに，何故

同盟国の戦争に加わって戦争に突入することを認める新安保法制法の存在が認

められるのか。もし，新安保法制法の存在によって日本が他国間の戦争にまきこ

まれ，多くの若者，市民の生命が奪われ私たちの街も破壊されたら，いったい誰

がどんな責任をとるのか。 
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９ 集団的自衛権行使を認めた新安保法制法が憲法９条に違反していることは，国

会に招致された３人の憲法学者全員をはじめ，国内の９割を超える憲法学者がこ

れを指摘している。更に元最高裁裁判官，元内閣法制局長官等のかつて日本の司

法ないし準司法の中核的存在であった有識者，日本弁護士連合会をはじめ全国の

弁護士会等も悉く新安保法制は違憲であるとしている。 

  このように新安保法制法が明らかに憲法違反であるのに，行政府も立法府も，

このことについては見て見ぬふりをしており，これを廃止しようとする動きは全

くない。 

それどころか，行政府においては，新安保法制法を法的根拠として特に国とし

ての戦争協力の準備（米国製の新型戦闘機の大量購入，イージス艦増設，軍艦の

空母化，敵基地攻撃能力保有につながる巡航ミサイル導入計画など）日本の戦争

への加担を想定した米国及びその同盟国との軍事訓練（共同演習）等を強化しつ

つある。 

  原告らはこのような状況下で新安保法制法による他国間の戦争への参加を止め

させるとしたら，裁判所が憲法に違反する法令の適用を抑止するために司法に与

えられている違憲立法審査権を行使することにより，あらためて新安保法制法が

違憲であることを宣してもらう他ないと考えている。 

 

10 原告らの中には戦争体験者，小学生の母親，元裁判官，元教師，元大学教授，

医師，医療関係者，一般市民，主婦，宗教家，農業者，歌人，弁護士，法学研究

者，自営業，若者等々実に様々な属性の人々がいる。 

  このような原告らは既にみてきたように，新安保法制法が日本の法制として有

効にあり続ける限り日本はアメリカが行い或いは加担する戦争にいずれは巻き

込まれることになる。そしてそうなれば，まず自衛隊の若者とその相手国の兵員

を中心に多くの人々が殺害される，その戦争が拡大し国内まで波及することにな



12 

 

れば，ひいては原告やその家族，友人知人も戦争の犠牲になる可能性があると考

えている。 

  新安保法制法の存在により，日本がこのような戦争に巻き込まれ，数多くの犠

牲を出す。米国の方針と行動いかんで他国間の戦争にいつ巻きこまれるかわから

ない。そのようなおそれが原告らの日常に重くのしかかってきているのである。 

 

11 原告らが一致して願っていることはただ一つ。私たちの日本が戦争に巻きこま

れないこと，平和憲法が定められて今日までの戦後７０数年間がそうであったよ

うに，日本に生きる私たちが誰一人として他国との戦争で殺されないこと，そし

て誰一人として戦争で他国の人を殺すようなことが起こらないことである。 

  そのためには，日本を他国間の戦争にまきこむ危険をもつ新安保法制法が違憲

であると権限のある国家機関が宣明し，その施行を直ちにやめさせなければなら

ない。 

  原告らは，裁判所の違憲立法審査権にもとづく勇気ある違憲判決が新安保法制

法を根拠とした他国との戦争をさせないための大きな力になると信じている。原

告らはそのことを心から願って，この提訴に踏み切ったのである。 

 

第１章 新安保法制法立法行為の違法性 

第１ 新安保法制法の立法内容とその明らかな違憲性 

１ 新安保法制法の内容 

⑴ 法案の構成 

   新安保法制法は，ア．我が国及び国際社会の平和及び安全の確保に資するた

めの自衛隊法等の一部を改正する法律（平和安全法制整備法）という自衛隊法

など１０本の法律の改正を１本にまとめた法律と，イ．国際平和共同対処事態

に際して我が国が実施する諸外国の軍隊等に対する協力支援活動等に関する

法律（国際平和支援法）という１本の新たな法律からなっている。 
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ア．平和安全法制整備法を構成する法律（法律改正によるもの） 

   ① 自衛隊法 

   ② 国際連合平和維持活動等に対する協力に関する法律（ＰＫＯ法） 

   ③ 周辺事態に際してわが国の平和及び安全を確保するための措置に関する

法律（周辺事態法）の改正としての「重要影響事態に際してわが国の平和

及び安全を確保するための措置に関する法律（重要影響事態法） 

   ④ 「周辺事態に際して実施する船舶検査活動に関する法律（旧船舶検査活

動法）の改正としての「重要影響事態等に際して実施する船舶検査活動に

関する法律（船舶検査活動法） 

   ⑤ 「武力攻撃事態等におけるわが国の平和と独立並びに国民の安全の確保

に関する法律（旧事態対処法）の改正としての「武力攻撃事態等及び存立

危機事態におけるわが国の平和と独立並びに国及び国民の安全の確保に関

する法律」（事態対処法） 

   ⑥ 「武力攻撃事態等におけるアメリカ合衆国の軍隊の行動に伴いわが国が

実施する措置に関する法律」（旧行動関連措置法）の改正としての「武力攻

撃事態等及び存立危機事態におけるアメリカ合衆国等の軍隊の行動に伴い

わが国が実施する措置に関する法律」（行動関連措置法） 

   ⑦ 「武力攻撃事態等における特定公共施設等の利用に関する法律」（特定公

共施設利用法） 

   ⑧ 「武力攻撃事態における外国軍用品等の海上輸送の規制に関する法律」

（旧海上輸送規制法）の改正法としての「武力攻撃事態及び存立危機事態

における外国軍用品等の海上輸送の規制に関する法律」（以下，「海上輸送

規制法」という。） 

   ⑨ 「武力攻撃事態における捕虜等の取扱いに関する法律」（旧捕虜取扱い法）

の改正としての「武力攻撃事態及び存立危機事態における捕虜等の取扱い

に関する法律」（捕虜取扱い法） 
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⑩ 「国家安全保障会議設置法」 

イ．国際平和支援法（新規立法） 

    テロ特措法やイラク特措法のような時限立法ではなく恒久法として，地域

の限定もなく，我が国の平和と安全に関係ない場合でも，国際社会の平和及

び安全を脅かす事態（国際平和共同対処事態）として国連総会や安保理決議

がある場合には，協力支援活動や捜索救助活動等ができることとした。 

 

⑵ 新安保法制法によって導入された主要な制度 

上記各法律の改正及び制定によって新たに設けられた主要な制度を統一的

にみると，①集団的自衛権の行使（存立危機事態への対処）を含む有事法制関

係，②重要影響事態への対処（後方支援活動），③国際平和共同対処事態への対

処（協力支援活動等），④国際平和協力業務の拡大，⑤グレーゾーン事態への対

処等にまとめることができる。 

 

２ 新安保法制法の明白な違憲性（立法内容の違憲性） 

  新安保法制法の違憲性については，各訴状のほか，準備書面（２）（４）（１３）

（１４）（1で詳述したが，以下において主張を重点的に整理し補充する。 

 

⑴ 集団的自衛権行使容認の違憲性 

  ア 憲法９条の解釈変更と集団的自衛権行使容認 

(ｱ) 昭和４７年政府見解  

     集団的自衛権と憲法との関係について，昭和４７年政府見解（昭和４７

年１０月１４日参議院決算委員会提出資料）は，「憲法は，9 条において，

（中略）自国の平和と安全を維持しその存立を全うするために必要な自衛

の措置をとることを禁じているとはとうてい解されない。しかしながら，

だからといって，平和主義をその基本とする憲法が，右にいう自衛のため
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の措置を無制限に認めていると解されないのであって，それは，あくまで

外国の武力攻撃によって国民の生命，自由及び幸福追求の権利が根底から

くつがえされるという急迫，不正の事態に対処し，国民のこれらの権利を

守るための止むを得ない措置としてはじめて容認されるものであるから，

その措置は，右の事態を排除するためとられるべき必要最小限の範囲にと

どまるべきものである。そうだとすれば，わが憲法の下で武力行使を行う

ことが許されるのは，わが国に対する急迫，不正の侵害に対処する場合に

限られるのであって，したがって，他国に加えられた武力攻撃を阻止する

ことをその内容とするいわゆる集団的自衛権の行使は，憲法上許されない

といわざるを得ない。」とし，この憲法解釈が長年にわたって定着していた。 

     また，自衛隊の武力行使が許されるのは，①わが国に対する急迫不正の

侵害があること，すなわち武力攻撃が発生したこと，②これを排除するた

めに他の適当な手段がないこと，③必要最小限度の実力行使にとどまるべ

きこと，の３要件（自衛権行使の３要件）を満たす場合に限られるとされ

てきた（甲Ａ７０号証１１頁～１３頁）。 

     このように，個別的自衛権に基づく専守防衛が，憲法９条の下における

防衛政策の基本とされてきたのである。 

(ｲ) ２６・７閣議決定と集団的自衛権の行使容認 

     ２６・７閣議決定は，従前の政府見解における憲法９条の解釈の基本的

な論理の枠内で考えるとし，昭和４７年政府見解にいう「外国の武力攻撃

によって国民の生命，自由及び幸福追求の権利が根底からくつがえされる

という急迫，不正の事態に対処し」の「外国の武力攻撃によって」を，「我

が国に対する武力攻撃が発生した場合のみならず，我が国と密接な関係に

ある他国に対する武力攻撃が発生した」場合も含むとしたうえ，「これによ

り我が国の存立が脅かされ，国民の生命，自由及び幸福追求の権利が根底

から覆される明白な危険がある場合において，これを排除し，我が国の存
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立を全うし，国民を守るために他に適当な手段がないときに，必要最小限

度の実力を行使することは，従来の政府見解の基本的な論理に基づく自衛

のための措置として，憲法上許容されると考えるべきである」とし，「憲法

上許容される上記の『武力の行使』は，国際法上は，集団的自衛権が根拠

となる場合がある。この『武力の行使』には，他国に対する武力攻撃が発

生した場合を契機とするものが含まれるが，憲法上は，あくまでも我が国

の存立を全うし，国民を守るため，すなわち，我が国を防衛するためのや

むを得ない自衛の措置として初めて許容されるものである。」としている。 

     ちなみに，被告の答弁書には，「なお，被告は，平和安全法制整備法によ

る改正後の事態対処法において認められる武力の行使のうち，国際法上は

集団自衛権として違法性が阻却されるのは，他国を防衛するための武力の

行使ではなく，飽くまでも我が国を防衛するためのやむを得ない必要最小

限度の自衛の措置にとどまるものであるから，憲法９条の禁ずる武力の行

使に当たるものではない一方，他国を防衛すること自体を目的とする集団

的自衛権の行使は認められないとの見解を採っている。」とされている。 

     ４７年政府見解を曲解し，国内法と国際法の矛盾を糊塗せんとする論法

であり，集団的自衛権に道を開いたことは明らかである。（なお，甲Ｂ９１

号証小西洋之意見書は，４７年政府見解の「外国の武力攻撃」に「同盟国

等他国への外国の武力攻撃」を含ませうるという意図は当時の内閣法制局

には全くなく，かつその後もそのような解釈を許容するような政府内の資

料はないこと，従って４７年見解と矛盾がないとする政府答弁は虚偽であ

り，解釈変更はねつ造であると述べる。）。 

     新たな憲法９条の解釈によって，それまでの自衛権行使の３要件とされ

ていたものが，①わが国に対する武力攻撃が発生したこと，又はわが国と

密接な関係にある他国に対する武力攻撃が発生し，これによりわが国の存

立が脅かされ，国民の生命，自由及び幸福追求の権利が根底から覆される
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明白な危険があること，②これを排除し，わが国の存立を全うし，国民を

守るために他に適当な手段がないこと，③必要最小限度の実力行使にとど

まるべきこと，の３要件（自衛権行使の新３要件）に置き換えられること

になった。 

(ｳ) 存立危機事態と自衛隊の防衛出動 

     事態対処法によれば，存立危機事態とは「我が国と密接な関係にある他

国に対する武力攻撃が発生し，これにより我が国の存立が脅かされ，国民

の生命，自由及び幸福追求の権利が根底から覆される明白な危険がある事

態をいう。」と定義されている（２条４号）。そして，武力攻撃事態及び存

立危機事態への対処について，３条ないし８条に，対処に関する基本理念，

国の責務，地方公共団体の責務，指定公共機関の責務，国と地方公共団体

との役割分担，国民の協力が規定され，９条ないし２０条に対処基本方針

の定め，対処本部の設置など，対処のための手続等が規定されている。 

     そして，存立危機事態における自衛隊の出動について，自衛隊法は，「内

閣総理大臣は，次に掲げる事態に際して，我が国を防衛するため必要があ

ると認める場合には，自衛隊の全部又は一部の出動を命じることができる。

この場合においては，（中略＝事態対処法）第９条の定めるところにより，

国会の承認を得なければならない。」，「二 我が国と密接な関係にある他

国に対する武力攻撃が発生し，これにより我が国の存立が脅かされ，国民

の生命，自由及び幸福追求の権利が根底から覆される明白な危険がある事

態」（７６条１項，２号）と規定し，「第７６条第１項の規定により出動を

命じられた自衛隊は，わが国を防衛するため，必要な武力を行使すること

ができる。」（８８条１項）と規定している。 

     このように存立危機事態における自衛隊の出動は「防衛出動」であり，

「必要な武力の行使」ができることになっている。武力攻撃を受けた他国

の「後方支援活動」にとどまるのではなく，その他国と一緒に「必要な武
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力の行使」をするのである。 

イ 集団的自衛権行使の違憲性 

(ｱ) 存立危機事態における「防衛出動」 

集団的自衛権とは，国際法上，「自国と密接な関係にある外国に対する武

力攻撃を，自国が直接攻撃されていないにもかかわらず，実力をもって阻

止することが正当化されるという地位を有している」ことと解されている

（昭和４７年政府見解の冒頭部分，なお，国連憲章５１条）。 

     新安保法制法に規定された存立危機事態における自衛隊の出動（要件）

は，「我が国と密接な関係にある他国に対する武力攻撃が発生し，これによ

り我が国の存立が脅かされ，国民の生命，自由及び幸福追求の権利が根底

から覆される明白な危険があり」，「これを排除し，我が国の存立を全うし，

国民を守るために他に適当な手段がないこと」，「必要最小限度の実力行使

にとどまるべきこと」とされている。 

したがって，存立危機事態における自衛隊の出動は，自国と密接な関係

にある他国に対する武力攻撃が発生しただけで，自国に対する武力攻撃が

発生していない段階で，その他国に対する武力攻撃を実力をもって阻止し

ようとするものであるから，集団的自衛権の行使にほかならない。しかも，

自国の存立を全うし，自国民を守るために他に適当な手段がないとして，

密接な関係にある他国に武力攻撃をしている相手国に実力行使をすること

は，「先制攻撃（先制自衛）」になってしまう（甲Ｂ１１２「安保法制下で

進む先制攻撃できる自衛隊 半田滋著 参照。なお，半田滋証人は，新安

保法制以後の自衛隊が武器や装備，訓練，基地利用等いずれにおいても米

国や同盟国と一体となって他国を攻撃できるものに変貌したことを具体的

かつ詳細に証言したが，それこそが新安保法制の本質を物語る。） 

「存立危機事態における防衛出動」という用語をもって，「自衛の措置」で

あるとして正当化できるものではない。 
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(ｲ) 存立危機事態の不明確性と危険性 

     事態対処法２条４号に存立危機事態が定義されているが，概念が極めて

不明確・無限定である。 

     第１に，「我が国と密接な関係にある他国」が全く明確にされていない。

日米安保条約で同盟関係にある米国が入ることは間違いないとして，韓国，

オーストラリア，英国，フランス，カナダなど，いわゆる自由主義国陣営

の国々はすべて含まれるか，一切政府の判断に委ねられ，かつ際限なく集

団的自衛権行使の機会が拡大することにもなりかねない。 

     第２に，「我が国の存立が脅かされ」という内容も不明確である。ホルム

ズ海峡に機雷が敷設された場合，石油の供給不足となり，国民生活に死活

的な影響が生じ，存立危機事態になり得る（国会審議中の内閣総理大臣答

弁）など，経済的事情でも集団的自衛権行使の理由になり，かつ遠方の他

国の領海内でも機雷の掃海行動を実施することが想定されている。極めて

重大かつ深刻である。自衛隊が海外に出向いて武力行使をすることは，憲

法９条で認められる自衛権の行使の範囲を明らかに超えるといわなければ

ならない。 

     第３に，米国ないし米軍に対する他国からの武力攻撃が発生した場合の

対処である。日米同盟に基づく米軍の存在及び活動がわが国の平和と安全

を維持する上で死活的に重要であるから，米軍に対する武力攻撃は，「存立

危機事態」に該当するとの短絡的思考に陥りやすい。しかし，米国は，世

界最強の軍事力を持ち，世界各地に軍事基地と艦隊を配置している軍事強

国であるうえ，戦後数々の戦争を積極的に行ってきた。米国が行ってきた

武力行使が後の検証で国際法上違法であると指摘された例もある。自衛隊

がそのような米国ないし米軍を防衛するために武力行使をすることは，如

何なる意でも憲法９条の容認するところではないというべきである。 

(ｳ) 自衛権行使の「新３要件」の主体的判断の困難性 
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     新安保法制による新たな憲法９条の解釈によって示された「自衛権行使

の新３要件」は，ア（イ）の末尾に記載したとおりである。 

     第１に，①の要件中の「他国に対する武力攻撃が発生し」を政府が主体

的に判断できるかである。他国に対する武力攻撃の主体，その武力攻撃の

経緯中に他国の先行的な武力攻撃がなかったかどうかを判断しなければな

らないが，緊急を要することから，要請する他国の提供する情報と判断に

よらざるを得なくなる。特に，要請する他国が米国であった場合，両国間

の関係から消極に判断することは困難であり，対米軍事支援はほとんど自

動的義務と化するおそれが大きい。 

     第２に，②の「わが国の存立を全うし，国民を守るために他に適当な手

段がないこと」という要件も，政府が主体的に判断することは事実上不可

能である。集団的自衛権の行使を要請する他国の必要が優先し，その判断

を拒絶ないし変えさせることは期待できない。 

     第３に，③の「必要最小限の実力行使にとどまるべきこと」の要件も，

主体的に判断することはできない。武力行使の最中に，「必要最小限にとど

めておく」として加減することはできないし，要請した他国も敵対する国

も，許してくれるはずはない。 

     このように「自衛権行使の新３要件」は実行性のない机上の空論といわ

ざるを得ない。 

   (ｴ) 結論 

したがって，新安保法制法中の存立危機事態に関する規定は，自国防衛

ではなく，自国防衛に名を借りた他国防衛のための武力行使であり，憲法

９条に「一見して明白に」違反するといわなければならない（以上，甲Ｂ

２６号証 世界２０１４年８月号 宮崎礼壹「憲法９条と集団的自衛権は

両立できない」１５３頁，なお，同６１号証，同６５号証 同人の証人調

書，同６８号証 同人の陳述書）。 
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⑵ 後方支援活動等の違憲性 

  ア 後方支援活動等の拡大 

    新安保法制法は，重要影響事態法及び国際平和支援法において，主要な活

動として，米軍等に対する後方支援活動（自衛隊法３条２項１号，８４条の

５，重要影響事態法）あるいは諸外国の軍隊等に対する協力支援活動（自衛

隊法３条２項２号，８４条の５，国際平和支援法）を規定し（「後方支援活動」

と「協力支援活動」を合わせて「後方支援活動等」という。），地球上のどこ

でも，米軍に対してだけでなく，その他の外国の軍隊に対しても後方支援活

動等を行うことを可能にした。 

    従前の周辺事態法を重要影響事態法へと改正し，これまで「周辺事態」と

していた「そのまま放置すれば我が国に対する直接の武力攻撃に至るおそれ

のある事態等我が国周辺の地域における我が国の平和及び安全に重要な影

響を与える事態」を，この定義規定の文言から「我が国周辺の地域における」

という限定を外して単に「重要影響事態」とし，支援の対象も米軍以外の外

国軍隊に広げ，「合衆国軍隊等に対する後方支援活動等を行う」とした（重要

影響事態法１条）。 

    また，「テロ特措法」や「イラク特措法」という特別立法（時限法）によっ

てその都度対応していたのを，恒久法をもって，「国際平和共同対処事態」と

して，いつでも地理的限定もなく自衛隊を派遣し，諸外国の軍隊等に対する

協力支援活動等をすることができるようにした。 

    そして，この「後方支援活動等」と「協力支援活動等」の内容はほぼ同じ

で，実施（活動）地域は，「現に戦闘行為（国際的な武力紛争の一環として行

われる人を殺傷し又は物を破壊する行為をいう。以下同じ。）が行われている

現場」以外であれば，実施可能とされ（重要影響事態法２条３項，国際平和

支援法２条３項），活動内容は，補給，輸送，修理及び整備，医療などの物品
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の提供や役務の提供であり，これまで禁止されていた「戦闘作戦行動のため

に発進準備中の航空機に対する給油及び整備」や「弾薬」の提供ができるよ

うになった（重要影響事態法３条，国際平和支援法３条）。 

  イ 米軍等の武力行使との一体化 

    この後方支援活動等とされているものは，一般に「兵站」と呼ばれている

ものである。戦場では後方に位置して，前線の部隊のために軍需品・食料な

どの供給・補充，後方連絡線の確保などを任務とする機関といわれているが，

前線の部隊と活動を共にするもので，武力行使の主体（部隊）としては一体

のものといえる。しかも，現に戦闘行為が行われている現場でなければ，そ

の近くにおいて，戦闘作戦行動のために発進準備中の航空機に対する給油及

び整備をし，弾薬を提供することもできるのであるから，前線部隊の武力行

使と一体化していると評価される場合があることは否定できない。 

    イラク特措法は，２００３年７月２６日に４年間の時限立法（その後，２

年間延長）で成立し，防衛庁長官は航空自衛隊と陸上自衛隊をイラクとクウ

ェートへ派遣したところ，名古屋高裁２００８年４月１７日判決は，イラク

において航空自衛隊がした空輸活動のうち，少なくとも多国籍軍の武装兵員

をバグダッドへ空輸したものについては，「他国による武力行使と一体化し

た行動であって，自らも武力の行使を行ったと評価を受けざるを得ない行動

であるということができる。」と判示した（同裁判所平成１８年（ネ）第４９

９号）。     

    イラク特措法の前例からもうかがえるとおり，米軍や諸外国の軍隊等に対

する後方支援活動等は，自衛隊の海外派遣による米軍や多国籍軍と一体化し

た武力行使となり，憲法９条１項に明らかに違反するといわなければならな

い。 

    日本国憲法は国際協調主義を基調とする平和主義を謳うが，自衛隊が米軍

や米軍を中心とした多国籍軍の武力行使に後方支援活動等をすることが，国
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際貢献であり，世界平和の増進に役立つとは，経験則上考えられない。 

 

⑶ ＰＫＯ活動における新任務及び武器使用権限の拡大とその違憲性 

  ア 活動内容と武器使用権限の拡大 

    改正前の国連平和維持活動協力法は，１９９２年８月から施行され，カン

ボジアをはじめとして南スーダンへも自衛隊を派遣してきたが，新安保法制

法による改正により，ＰＫＯ活動の範囲と武器使用権限等について，大幅に

改められた。 

    第１に，国連の総会又は理事会の決議に基づき，国連の統括の下で行われ

る活動だけでなく，ＥＵその他の２以上の国の連携によって実施される「国

際連携平和安全活動」にも参加できることにした（国連平和維持活動協力法

１条，３条等）。 

    第２に，停戦合意がなくても，武力紛争が終了してＰＫＯ活動が行われる

地域に紛争当事者が存在しなくなり，その国の同意がある場合などには参加

できることにした（同法３条１号ロ及びハ）。 

    第３に，住民や被災民への危害の防止その他の安全確保業務と一定の場合

に他国の「活動関係者」等を保護するいわゆる「駆け付け警護」の業務を追

加した（同法３条５号ト及びラ）。 

    第４に，宿営地を共にする他国の軍隊の部隊の宿営地が攻撃された場合に，

当該部隊の要員と共に武器を用いて対処することができることとした（同法

２５条７項）。 

    第５に，自己等の生命，身体を防護するための武器使用に加えて，上記第

３の任務を遂行するため，やむを得ない必要があると認められる相当の理由

がある場合には，合理的に必要とされる限度で武器を使用することができる

こことした（同法２６条）。 

    このようにＰＫＯ活動が拡大され，武器使用についても，自己保存のため
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の武器使用のほか，任務遂行や妨害排除のための武器使用が認められること

になった（なお，自衛隊法９４条の７の４号，５号）。ただし，「刑法第３６

条又は第３７条の規定に該当する場合を除いては，人に危害を加えてはなら

ない」（国連平和維持活動協力法２６条３項）という条件が付けられているの

は，憲法９条で「武力の行使」が禁止され，「国の交戦権」が否認されている

からである。 

    なお，ＰＫＯ参加５原則とは，①紛争当事者間で停戦の合意が成立してい

ること，②活動地域の国及び紛争当事者がＰＫＯの受入れに同意しているこ

と，③中立的立場を維持すること，④これらの３原則が満たされなくなった

場合は，撤収すること，⑤武器使用は，正当防衛等の必要最小限のものを基

本とすること，であるが，政府は，⑤を除く４原則は改正前後で変わらない

としている（甲Ｂ１５１ 令和元年版「防衛白書」 ２６１頁）。 

  イ ＰＫＯ活動の変質と駆け付け警護及び宿営地の共同防護の違憲性 

    国連のＰＫＯ活動の目的は，当初のころの人道支援や復興支援にとどまる

ことなく，１９９９年に国連事務総長名で発布された告示によって，ＰＫＯ

部隊は，一般市民が攻撃を受けたら，その脅威に「紛争の当事者」として対

抗し，国際人道法（戦時国際法）に則って交戦することとしたため，ＰＫＯ

活動の目的が質的に変化したものとみられている。 

    そうすると，住民や被災民への危害等を防止する安全確保業務と活動関係

者等を保護する「駆け付け警護」，宿営地を共にする他国の軍隊との「宿営地

の共同防護」は，いずれも武装勢力との戦闘になることを想定しなければな

らないものとなった。 

    したがって，「駆け付け警護」及び「宿営地の共同防護」に関する規定部分

は，憲法９条１項に違反するといわなければならない。 

  ウ 南スーダンＰＫＯ活動の問題性と違憲性 

(ｱ) 国連南スーダンＰＫＯ活動（ＵＮＭＩＳＳ）へは，２０１１年１１月か
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ら司令部要員を，２０１２年１月から陸上自衛隊施設部隊を派遣し，２０

１９年３月までに派遣した要員は延べ４０００人に達し，施設部隊の派遣

としては過去最長となった。 

     そして，２０１６年１１月１５日には「南スーダン国際平和協力業務実

施計画」を変更する閣議決定があり，派遣施設部隊に国連平和維持活動協

力法３条５号ラに掲げる「駆け付け警護」を新たな任務として追加し，「宿

営地の共同防護」の任務と合わせて行わせることになったことは当事者間

に争いがない。 

     しかし，政府は，２０１７年３月１０日に至り，国連南スーダン派遣司

令部への要員派遣（当時４人）は続けるが，陸上自衛隊施設部隊の第１１

次隊約３５０人を５月末をめどに撤収する方針を決定し，方針のとおり５

月末までに撤収を終えた。ただし，ＵＮＭＩＳＳ司令部に対する要員の派

遣は継続し，４人の陸上自衛官（兵站幕僚，情報幕僚，施設幕僚，航空運

用幕僚）が活動している。（以上につき，甲Ｂ１５１ ４００頁） 

(ｲ) この南スーダンＰＫＯ活動については，深刻な問題があった。 

     第１は，停戦の合意が十分な状態ではないことである。２０１６年７月

に入って南スーダンの首都ジュバで，対立する政府軍と反政府軍勢力の衝

突によって多数の住民が死亡し，同年１０月になっても国連南スーダン派

遣団(ＵＮＭＩＳＳ)から南スーダン各地で武力衝突や暴力が増えていると

して強い懸念を示し，政府軍，反政府軍いずれにも敵対行為を停止するよ

う声明が出される状態であった（甲Ｃ１１-５３，４７７，甲Ａ８１）。 

     第２は，防衛大臣が同年１０月８日に南スーダンの首都ジュバを訪れ，

現地情勢を滞在時間７時間で視察し，直後の参議院予算委員会において，

「自衛隊が活動しているジュバ市内は落ち着いている。」と述べ，自衛隊の

活動には影響がないとの認識を示した（甲Ａ７９号証 ＰＫＯ５原則に関

連する質問に対する答弁であり，ＰＫＯ５原則上問題がないという認識を
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示したものである。）。しかし，防衛大臣のこの認識は事実と大きく異なる

ものであった。 実際の状況は甲Ｂ１４５ 小川修一著「あの日ジュバは

戦場だったー自衛隊南スーダンＰＫＯ隊員の手記」で詳しく明らかにされ

ているとおり，対立する政府組織もしくはこれに準じる組織間での戦闘状

況にあった（なお，今井証人調書２５～２７）。 

     第３は，防衛省による「南スーダン派遣施設部隊 日々報告」などの隠蔽

問題である。ジャーナリストから情報開示請求を受け，廃棄したとして不

開示としたが，実際は自衛隊内の複数部署にデータが保管されていること

が判明し，世論の批判を受けて，２０１８年４月１６日には公表せざるを

得なくなった。公表された日報には，派遣された南部サマワの治安情勢を

「戦闘が拡大」と分析するなど複数の「戦闘」の記述があった。自衛隊の

宿営地と周辺には十数回にわたりロケット弾や迫撃砲などによる攻撃があ

ったことは既に判明していたが，日報により「戦闘」との表現が確認され

た。現地の危険な情勢につき分析を誤ったまま，後記のとおり第１１次隊

に改正 PKO法に基づく新任務が付与された。 

     また，この問題は当時の防衛相等によるシビリアンコントロールの不十

分さをも露呈させ，防衛相の辞任問題に発展したが，ＰＫＯ参加５原則が

守られているか否かのチェックが適時になされておらず，かつ国民がこれ

を知る機会も保障されていないことは明らかである。（以上甲Ｃ１１-４５

～５２） 

(ｳ) このようにＰＫＯ参加５原則の要件を満たさない国連南スーダンＰＫ

Ｏ活動に派遣中の自衛隊施設部隊に対し，２０１６年１１月１５日に「駆

け付け警護」を新たな任務として追加し，「宿営地の共同防護」の任務と合

わせて行わせることにしたことは，「武力の行使」を命じたにひとしく，憲

法９条１項に違反することは明らかというべきである。 
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⑷ 米軍等の武器等防護の違憲性 

  ア 自衛隊法９５条の２の内容と機能 

(ｱ) 自衛隊法９５条の２は，新安保法制法によって新設された規定であり，

「①自衛官は，アメリカ合衆国の軍隊その他の外国の軍隊その他これに類

する組織（次項において『合衆国軍隊等』という。）の部隊であって自衛隊

と連携して我が国の防衛に資する活動（共同訓練を含み，現に戦闘行為が

行われている現場で行われるものを除く。）に現に従事しているものの武

器等を職務上警護するに当たり，人又は武器等を防護するため必要である

と認める相当の理由がある場合には，その事情に応じ合理的必要と判断さ

れる限度で武器を使用することができる。ただし，刑法第３６条又は第３

７条に該当する場合のほか，人に危害を与えてはならない。②前項の警護

は，合衆国軍隊等から要請があった場合であって，防衛大臣が必要と認め

るときに限り，自衛官が行うものとする。」と定めている。 

     なお，「武器等」とは，「武器，弾薬，船舶，航空機，車両，有線電気通

信設備，無線設備又は液体燃料」をいう（同法９５条）。 

(ｲ) 新安保法制法案が閣議決定される直前の２０１５年４月２７日に日米

両政府間で合意された新たな「日米防衛協力のための指針」（甲Ａ６）では，

ⅣのＡ「平時からの協力措置」の４「アセットの防護」として「自衛隊及

び米軍は，訓練・演習中を含め，連携して日本の防衛に資する活動に現に

従事している場合であって適切なときは，各々のアセット（装備品等）を

相互に防護する。」とし，同５「訓練・演習」として「自衛隊及び米軍は，

相互運用性，持続性及び即応性を強化するため，日本国内外双方において，

実効的な二国間及び多国間の訓練・演習を実施する。」としている。 

     このように米軍等の武器等防護の制度は，平時から有事まで切れ目なく

連携するための軍事的協力関係の要であり，集団的自衛権行使に備えた平

時からの準備行動とみられる。 
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     近時，共同訓練は多角的に行われており，日米共同演習をはじめ，日米

印共同演習（マラバール），日印二国間訓練（ＪＩＭＥＸ）などが行われて

いる（甲Ｂ１５１ ３２２，３６０頁）。 

イ 運用の実情と問題性 

    自衛隊が米艦艇と航空機の防護を行ったことは，２０１８年１月２２日に

通常国会における安倍首相の施政方針演説で「北朝鮮情勢が緊迫する中，自

衛隊は初めて米艦艇と航空機の防護の任務にあたりました。」と述べたこと

から明らかになった。 

    新聞報道によれば，武器等防護はこれまでに米軍を対象に２０１７年に２

件，１８年に１６件，１９年に１４件で，日米共同訓練などの際に実施した

とされている（甲Ｃ１１－６５，４７８）。 

    武器等の防護は，米軍等から要請された場合，防衛大臣が必要と認めると

きに限り，自衛隊が行うことになっているが，自衛隊法９５条の２の１項の

主語は自衛官であり，現場では自衛官の判断で米軍を守るために武器を使用

することになる。しかも，例えば，米艦艇を自衛隊の艦艇が防護中，米艦艇

に攻撃を仕掛けてきた他国の艦艇等に自衛隊の艦艇が攻撃を仕掛けると，外

形的には集団的自衛権の行使と判断されても仕方がないことになる（半田滋

証人調書８ 日本とは異なる憲法のもと強大な軍備を有するアメリカでも

集団的自衛権行使の権限は大統領と国防長官にしかないのに，日本では集団

的自衛権行使とみられても仕方のない行動を現場の自衛官１人の判断に任

せるという倒錯がある。）。 

    また，政府は，武器等防護の実績数だけを公表し，内容を明らかにしない

ため国民は知る由がない。しかし，半田滋証人は，横浜地方裁判所において，

中国軍潜水艦が積極的に活動する南シナ海やインド洋と言う日本の利害に

は直接関係のないところで自衛隊が日米共同訓練や多国間訓練を実施して

いることに触れ，共同訓練中に米軍と中国軍の衝突が起こる可能性があり，
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米政府から米軍艦艇を守って欲しい（共同訓練中の武器防護）と要請されれ

ば，攻撃を受けた米軍艦艇を守るため自衛隊が攻撃をしかけてきた相手と交

戦することがありうること，その際相手国である中国から見れば，日本から

先制攻撃を受けたと感じ，中国との間に戦端を開くことになりかねないこと

を証言した（甲Ｂ６３・１５頁）。類似のことは米と対立している北朝鮮や中

東のイランとの間でも起こりうる。米国の軍事行動の歴史を見れば，経験則

に照らしても，十分に現実味があるといわなければならない。 

  ウ 適用対象国の広がりと武力による威嚇 

武器等防護を適用する対象国の範囲は政府の判断に委ねられているが，豪

州軍にも適用する方向で調整に入っている段階である（甲Ｃ１１－４９０）。 

    共同訓練を実施している国には適用されていると推察されるが，日本海か

ら東シナ海，南シナ海，インド洋まで，米軍，韓国軍，印度軍，豪州軍と共

同訓練と称して，武器等防護を実施しながら訓練をしたら，周辺国には「武

力による威嚇」と受け取られる場合もある。 

  エ 結論 

このように米軍等の武器等の防護は，平時から米軍等と自衛隊が行動を共

にし，集団的自衛権の行使に備えた軍事行動であり，自衛隊法９５条の２は

憲法９条１項に違反することは明らかである。 

 

⑸ 小括 

以上のとおり，新安保法制法は，一部改正の１０法律と新規制定の１法律か

ら成るものであるが，集団的自衛権行使容認の存立危機事態に関する規定をは

じめ，後方支援活動等に関する規定，国連平和維持活動（ＰＫＯ活動）におけ

る「駆け付け警護等」と「宿営地の共同防護」に関する規定，南スーダンへの

自衛隊派遣と駆け付け警護等の新たな任務付与及び米軍等の武器等防護に関

する規定は，いずれも憲法９条に一見して明白に違反するものである。 
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   ２６・７閣議決定と２７・５閣議決定は，長年定着していた憲法９条の政府

解釈を歪曲して解釈改憲をしたうえ，一見して明白に憲法９条に違反する内容

を含む新安保法制法案を策定して国会に提出したものであり，憲法９条，９６

条１項に違背するもので，立憲主義を破壊する行為というべきである。 

 

第２ 新安保法制法の制定行為の違法性（公務員の職務違反行為） 

１ 平成２６・７・１閣議決定（以下「２６．７閣議決定」と表示）によ

るクーデター的政府解釈の変更 

前述のとおり，日本国憲法９条の政府解釈においては，あくまで日本に対する

外部からの武力攻撃があった場合にこれを排除する限度で，個別的自衛権の行使

が許され，それが憲法９条の下で認められる自衛の措置の限度だとされていた。

これに対し，２６・７閣議決定は，我が国を取り巻く安全保障環境の根本的な変

化等を理由に，今後他国に対して発生する武力攻撃であっても我が国の存立を脅

かすことが起きうるとして，その場合，我が国を防衛するためのやむを得ない「自

衛の措置」として，必要最小限度の武力の行使をすることは許される，この武力

の行使は，国際法上は集団的自衛権が根拠となる場合がある，とした。 

ここでは，「自衛の措置」という概念を操作することにより，従来の政府解釈と

の継続性を装い，他国への武力攻撃が発生した場合まで，「我が国の存立」を全う

するためであるとして，「自衛の措置」に含めてしまい，集団的自衛権の行使を認

めることにされている。しかしその理由は，「安全保障環境の変化」という極めて

漠然としたものでしかなく，脅威が世界中のどこで発生しても「我が国の安全保

障に直接的な影響を及ぼす」との理由で，「必要な自衛の措置」をとるべきだとい

うことになりかねない。 

  このような恣意的な憲法解釈の変更は，もはや法の解釈と言えるものではなく，

憲法改正手続を潜脱した非民主的手法による，実質的憲法改正に他ならない。換

言すれば，このような非立憲主義的非民主的手法による安倍内閣の２６・７閣議
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決定は，まさに，「憲法を無力化するクーデター」を行ったに等しい行為である。 

 

２ ２６・７閣議決定にかかわった閣僚，および国会議決にかかわった内

閣総理大臣ほかの国務大臣および国会議員の職務違反行為 

⑴ 閣議決定と国会による議決 

内閣は「国の存立を全うし，国民を守るための切れ目のない安全保障法制の

整備について」と題する２６・７閣議決定を行い，２０１５(平成２７)年４月

２７日，米国との間で，新たな「日米防衛協力のための指針」を合意したうえ，

さらにそれらで示された基本方針に沿って立案した内閣命名の平和安全法制

整備法と国際平和支援法に係る法案を同年５月１４日に閣議決定し(以下「２

７・５閣議決定」と表示)，翌１５日に内閣総理大臣から同法案を国会に提出し

た。同法案は同年７月１６日に衆議院本会議で，同年９月１９日に参議院本会

議でそれぞれ可決されて成立し，その後，同２法は同月３０日に公布され，２

０１６(平成２８)年３月２９日から施行された。 

 

⑵ 国会における強行採決 

   内閣総理大臣から国会に提出された新安保法制法案は，衆議院では２０１５

年７月１６日に強行採決され，自民・公明両党と次世代の党などの賛成多数で

可決され（甲Ａ３２），次いで，参議院でも同年９月１９日に強行採決され，自

民・公明両党と次世代の党などの賛成多数で可決され（甲Ａ５７），原案どおり

成立したものとされた。 

 

⑶ 新安保法制法の一見して明らかな違憲性と権利侵害の明白性 

   新安保法制法の内容とその違憲性については，「第１」で論及したとおりであ

り，集団的自衛権の行使を容認する点を含め，一見して明らかに憲法 9条に違

反するものである。同法案を立案した内閣を構成する国務大臣とこれを強行採
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決により成立させた両議院の国会議員の立法行為は，戦争ないし武力紛争に日

本が積極的に参加するための法制度を整備するものであり，これによって原告

ら国民・市民に恐怖と不安を与えるとともに，主権者の立場を蔑ろにされたと

の屈辱感を与え，憲法上保障されている平和的生存権，人格権及び憲法改正・

決定権を違法に侵害するものであることが明白であるというべきである。原告

らの侵害される権利ないし法的利益については「第４」で詳論する。 

 

⑷ 国務大臣及び国会議員の新安保法制法の違憲性の認識 

  ア ２６・７閣議決定とその後の２７・５閣議決定に至るまで 

第２次安倍内閣は，２０１２（平成２４）年１２月２６日に発足し，２０

１３(平成２５)年８月８日，集団的自衛権の行使を容認するために憲法９条

の解釈を変更することに消極意見であった山本庸幸内閣法制局長官を辞任

させ，集団的自衛権行使容認に前向きな外務省出身の小松一郎駐仏大使を内

閣法制局長官に任命した（公知の事実）。その後の経過は前述したとおりであ

る。              

  イ 衆議院での審議状況等 

２０１５年６月４日の衆議院憲法審査会で，立憲主義などをテーマに参考

人として憲法学者である早稲田大学の長谷部恭男教授，同大学の笹田栄司教

授，慶応義塾大学の小林節名誉教授の３名が招致され，集団的自衛権の行使

を可能にする新安保法制法案について質疑が行われたが，いずれの参考人も，

集団的自衛権の行使を可能にすることは憲法９条に違反し，従来の政府見解

の枠を踏みこえ，法的安定性を大きく揺るがす，などと述べた（甲Ａ１５）。                   

その後，政府は同年６月９日，政府見解を野党側に示し，集団的自衛権の

行使が許容される根拠として１９５９年１２月１６日の砂川事件大法廷判

決を援用した（甲Ａ１７～１９）。しかし，砂川事件は，駐留米軍が憲法９条

２項の「戦力」に該当するかどうかが論点となった事案であり，集団的自衛
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権の行使容認の理由にならないことは明らかである。 

同年６月２２日，衆議院平和安全法制特別委員会の参考人質疑で，法案に

ついて，宮﨑礼壹元内閣法制局長官は，「従来の憲法解釈と相容れず，憲法違

反だ」と述べ，小林節慶応大学名誉教授は，「憲法に違反し，政策としても愚

かであり，廃案にすべきだ」と述べ，阪田雅裕元内閣法制局長官は，集団的

自衛権の限定的行使に一定の理解を示しつつも，「経済的危機のみで行使す

ることは，従来の政府見解を明らかに逸脱している」と批判した（甲Ａ２２）。 

衆議院平和安全法制特別委員会での審議は紛糾したまま，２０１５年７月

１５日に採決が強行され，自民・公明両党の賛成多数で可決し（甲Ａ３２），

翌１６日には衆議院本会議でも強行採決により可決され，新安保法制法案は

参議院に送付された。           

ウ 参議院での審議状況等 

２０１５年７月２７日に参議院本会議で新安保法制法案について趣旨説

明と質疑が行われた後，翌７月２８日から参議院平和安全法制特別委員会で

審議が開始された。 

同年９月になり，山口繁元最高裁判所長官が９月１日に朝日新聞，９月３

日に共同通信の取材に応じ，新安保法制法案について，「少なくとも集団的自

衛権の行使を認める立法は違憲といわざるを得ない」と述べ，政府・与党が

砂川事件最高裁判決や７２年政府見解を法案の合憲性の根拠としているこ

とに「論理的矛盾があり，ナンセンスだ」と厳しく批判した（甲 C５ー１９，

２０）。               

同年９月８日，参議院平和安全法制特別委員会の参考人質疑で，大森政輔

元内閣法制局長官は，集団的自衛権の行使は個別的自衛権の行使とは質的に

異なるものであり，これを行使できるとすることは閣議決定でなし得る範疇

を超えた措置であると述べた（甲Ａ４９）。 

同年９月１５日の中央公聴会で，濱田邦夫元最高裁判所判事は，「現役の裁
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判官たちに影響を及ぼすことはＯＢとしてやるべきではない」と思い，法案

についての発言は愼んでいたが，「これでは日本の社会全体がダメになって

しまう」と思って公述人を引き受けたと述べ，内閣法制局を「今は亡き」と

形容して皮肉り，法案成立後に「訴訟が起きても，最高裁は違憲判決を下さ

ない」と述べた与党推薦の公述人に対して「大変楽観的な見通し，司法をな

めたらいかん」と発言した（甲Ａ５３）。 

そして，新安保法制法案は，同年９月１７日，参議院安保法制特別委員会

で混乱のうちに採決が強行され，自民・公明両党と次世代，元気，改革の３

党の賛成多数で可決され（甲Ａ５４，なお同５５は公聴会記録），次いで同月

１９日未明，参議院本会議で強行採決され，賛成多数で可決され，成立した

（甲Ａ５７）。 

エ 国務大臣と国会議員の新安保法制の一見明白な違憲性の認識可能性 

このような立法経緯によれば，２６・７閣議決定と２７・５閣議決定及び

国会における新安保法制法の強行採決による議決に関わった国務大臣及び

国会議員は，集団的自衛権の行使を可能とする新安保法制の立法行為は，そ

の内容が憲法９条に一見明白に違反し，国賠法上違法と評価されることを認

識していたか，そう評価されることを容易に認識することができたというべ

きである。 

オ 小括  

    内閣を構成する国務大臣は，憲法９条を改正しなければ，集団的自衛権の

行使を可能にする新安保法制法を制定することは不可能であることを認識

しながら，憲法９条の政府解釈を閣議決定で無理に変えたうえ，法案を立案

して国会に提出し，両議院を構成する国会議員は，複数の憲法学者や元内閣

法制局長官まで集団的自衛権の行使を可能にする法案は憲法９条に違反す

るとの見解を述べたにもかかわらず，十分な審議を尽くすことなく，採決を

強行して成立させたものであり，多数決原理の濫用で，いずれも国務大臣及
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び国会議員に課せられた職務義務に明白に違背し，国賠法上違法の評価を免

れない。 

 

第２章 新安保法制法にもとづく日本の戦争参加の現実的危険性 

第１ はじめに 

原告らは，新安保法制法施行後の２０１８年１２月１８日に閣議決定された１８

年防衛大綱において，従前日本が基本方針に据えてきた専守防衛政策が事実上放棄

され，その前後を通して新安保法制の下日米の軍事的一体化が一層進み自衛隊が変

貌しつつあること，日本が戦争に参加していく現実的な危険性があることを，報道

資料等を引用しながら詳細に主張してきたところ（原告ら準備書面（６）（８）（１

０）（１２）（１６）（１８）（２０）（２１）等），これらは，本件における半田証人，

今井証人の証言からもはっきりと裏付けられた。 

半田証人は，通算３０年に及ぶ長期間，防衛庁（現防衛省）と自衛隊の取材を続

けてきたジャーナリストであるところ，１９９１年湾岸戦争後に海上自衛隊の掃海

艇６隻がペルシャ湾に派遣された際，１９９２年ＰＫＯ法成立に伴い陸上自衛隊６

００名がカンボジア南部の町に派遣された際，２００１年米国のアフガニスタン攻

撃に伴って作られたテロ対策特別措置法に基づき延長を繰り返し９年間にわたり海

上自衛隊が米軍の艦艇に燃料提供する活動を行った際，そして２００３年米国のイ

ラク戦争に伴って作られたイラク特別措置法に基づき陸上自衛隊がイラクに，航空

自衛隊がクウェートに派遣された際の，いずれも現地で取材を行った経験を有する

（半田調書３）。目的と期限が定められたテロ対策特別措置法やイラク特別措置法

と異なり，「廃止になるまでいつまでも，そして，いつの段階であっても，この発動

ができるという」のが今回の恒久法たる新安保法制法であり，さらに，他国の軍事

組織とは全く違う防御的な組織であった自衛隊が，「海外にまで出向いて米軍と武

力行使一体化をしたり，米軍とともに戦ったりするということから，大きくその自

衛隊の性質を変える法律になった」と半田証人は述べている（同）。 
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また今井証人は，アフリカのスーダン，南スーダンで１０年以上にわたり人道支

援活動に取り組んできた経歴があるところ，新安保法制法により可能となった自衛

隊の駆け付け警護や宿営地の共同防護，集団的自衛権行使などにより，海外で人道

支援活動などを行う日本の組織や日本人に反感が向けられ，攻撃されたり紛争に巻

き込まれる危険が高まることを述べている（今井調書３５，４１，４８，５７等）。 

以下，新安保法制法の成立後，自衛隊がいかに変貌してきたのか，そしてまた日本

や日本人が戦争に参加しあるいは巻き込まれる具体的危険性がいかに高まっている

のか，改めて整理し順に述べる。 

 

第２ ＰＫＯ参加における自衛隊の武器使用の変化 

１ 改正ＰＫＯ法によって広がる自衛隊の活動・武器使用の緩和 

新安保法制法によって改正された国連平和維持活動協力法（改正ＰＫＯ法）の

主な改正点は，①自衛隊の部隊等は，「国際連合平和維持活動」のみならず，国連

が統括しない有志連合による「国際連携平和安全活動」（アフガニスタンにおける

国際治安支援部隊（ＩＳＡＦ）の活動やイラクにおけるイラク暫定政府の要請を

受けた多国籍軍の活動などが想定される。）への参加も可能となり，②かつ，その

いずれの活動においても，これまで憲法９条の解釈上，「武力の行使」にあたる危

険があるものとして認めてこなかった「安全確保業務」や「駆け付け警護」等を，

実施対象としての国際平和協力業務として認め，③さらに，いわゆる任務遂行の

ための武器の使用等を可能にするなど武器使用権限を大きく拡大し，④共に宿営

する外国の軍隊の部隊の要員と共同して武器を使用するいわゆる「宿営地共同防

護」を可能にした点である。 

 

２ 変質する国連ＰＫＯ 

自衛隊を国連ＰＫＯに参加させることを可能にするため整備されたＰＫＯ法

は，１９９２年に成立し，同年のカンボジアＰＫＯから，モザンビーク，ルワン
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ダ，アフガニスタン，イラク，そして南スーダンＰＫＯまで，自衛隊の海外派遣

が継続されてきた。 

自衛隊のこれらの海外派遣・活動は，もともと停戦後のインフラ整備等の復興

支援や避難民救護等の平和活動に限られ，いわゆるＰＫＯ参加５原則による厳重

な「歯止め」によって，日本国憲法に違反することはないなどと説明されてきた

が，国連ＰＫＯ自体が変質してきており，すでにＰＫＯ参加５原則が通用しない

現実が進行している。 

国連ＰＫＯは，いずれも国連総会や国連安全保障理事会の決議に基づく活動で

あり，もともと中立の立場での停戦監視を主な業務としてきたが，近年の平和の

維持が困難な地域での活動の増加に伴い，停戦合意が破られた後の避難民や国連

スタッフなど文民保護を担うことへの期待が高まり，自ら交戦主体・紛争当事者

となって，武装勢力と交戦する事態に直面しているのである。２０００年以降の

国連ＰＫＯ要員の犠牲者は毎年１００人前後にのぼっている。 

そうした変質する国連ＰＫＯのみならず，国連が統括しない活動にも自衛隊の

参加を広げ，「武力の行使」にあたる可能性や戦闘に巻き込まれる可能性の高い

「安全確保業務」や「駆け付け警護」，「宿営地共同防護」を可能とし，武器使用

を緩和したのが，今回の新安保法制法による改正である。 

 

３ 南スーダンＰＫＯへの自衛隊派遣で現実化した危険性 

南スーダンのＰＫＯ活動への陸上自衛隊施設部隊の派遣は２０１２年１月に

始まり，２０１７年５月末をもって撤収を終え，その間，一度も武器を使用する

ことなく済んだが，上記④「宿営地共同防護」は改正法施行と同時に自衛官の権

限として行使可能なものとなり，２０１６年１１月防衛大臣によって第１１次隊

に上記②「駆け付け警護」の新任務が付与された。 

しかし，南スーダンでは，少なくとも２０１３年１２月に内線が勃発して以降

停戦合意が崩壊し，このときすでに政府軍・反政府軍の間の戦闘が繰り返され，
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紛争当事者間の停戦合意の存在などのＰＫＯ参加５原則が満たされるような状

況にはほど遠く，同原則からして自衛隊は撤収しなければならない状況に置かれ

ていた。詳細は，原告ら準備書面（２）で詳述したとおりである。政府は，現地

の実態を報告した文書を隠ぺいし，「戦闘ではなく衝突」などと誤魔化しながら，

第１１次隊を派遣したのである。 

政府は，カンボジアＰＫＯ派遣時に「敵対する存在として国に準じる組織が現

れたということは明らかで」あったにもかかわらず，そうした事実に反して，「受

入れ同意をしている国がある以上は，自衛隊の前に敵対する存在として国や国に

準じる組織が現れないということを閣議で決め」，例えば宿営地の共同防護につ

いては，「自衛隊の宿営地の中にいる他国が攻撃をされた場合に，その他国の囲障，

つまり囲いが破られて敵が流れ込んできた場合に自衛隊にも命の危険があるこ

とから，直接攻撃を受けていなくても共に防護するために武器を使用することが

できるというふうに」法改正を強行した（半田調書５）。 

２０１６年７月，自衛隊が南スーダンのジュバで，６カ国とともに宿営地に入

っていたところ市街戦が勃発し，「このとき，政府軍と反政府勢力との間の撃ち合

いが自衛隊の頭越しに行われて，そして一部ロケット弾が自衛隊に隣接するルワ

ンダ軍の上に落ちて」くるという状況となった（同）。この市街戦の２か月後にジ

ュバに入った今井証人が，何人もの住民に当時の様子を聞いたところ，「４日間の

市街戦の後，家に閉じ籠もっていて外に出てみたら，道路にたくさんの死体が転

がっていたですとか，あるいは市街戦の最中には戦闘攻撃用のヘリコプターです

とか戦車部隊が出て撃ち合っているといった話ですとか，住宅地の中にロケット

砲が撃ち込まれたといったような話を幾つも」聞き（今井調書２６），「ジュバ市

内で４万人の方が避難をしたというふうに言われて」おり，それだけ大きな戦闘

だったという印象を受けたとのことである（今井調書２７）。こうした状況に照ら

し，今井証人は，ＰＫＯ５原則の１番目の「紛争当事者間の合意があることとい

うことについては，当時完全に合意が崩壊して，戦闘状態でしたので，明らかに
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５原則は満たしてなかったと思います。」と述べている（今井調書２５）。 

第１０次隊の隊長中力修一佐に半田証人が取材したところ，同一佐は，宿営地

の共同防護は当時「実施可能となっていたけれども，自分はやるつもりはなかっ

たというふうにはっきり言って」おり，幸いにも実際に自衛隊が武器を使用する

ことはなかったが，「現場の裁量で実施されることもあり，されないこともあ」る

ということであり（半田調書５），現地の責任者の判断次第で，部隊としての戦闘

が行われる可能性があったことがいっそう明らかになったものである（半田調書

７）。なお，第１０次隊の一員であった元自衛官小川修一著の「あの日ジュバは戦

場だった」（甲Ｂ１４５）でも当時の戦闘状況が具体的に報告されている。 

 

４ 日本の組織・日本人が攻撃の対象となり戦闘に巻き込まれる危険の増

大 

今井証人は，改正ＰＫＯ法に基づく自衛隊の「駆け付け警護」について，本法

廷において，非現実的であり危険であると警鐘を鳴らしている。「紛争地帯では，

誰が敵，誰が味方，あるいは誰が住民で誰が武装勢力なのか非常に見分けがつき

にく」く，戦闘員が必ずしも迷彩服を着ているわけではなく，平服で武器を持っ

て戦っている場合もあり，「一般住民が自衛のために武器を取って戦うというこ

ともあ」り，誤って住民を撃つようなことがあると住民から大変な反感を買って

敵対され，どうにもならなくなってしまう，「非常に危険な状態になってしまう」

と述べる（今井調書１１）。そして自衛隊の今般の「駆け付け警護」については，

「非現実的」であり，できるような状況ではないと述べる（今井調書１２）。 

南スーダンＰＫＯ（ＵＮＭＩＳＳ）の２０１４年以降の主な任務は「文民保護」

であったが，主要な任務はほとんど果たすことができない状況にあった（今井調

書１４，１５）。２０１６年１１月，日本政府は，南スーダンＰＫＯ派遣自衛隊に

「駆け付け警護」の任務を付与するにあたり，「現地政府，治安当局と連携するこ

とで任務の安全性が担保されると説明し」たが，しかし，今井証人はこれについ
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て，現地政府が正義であってテロリストが悪であるという色分けは「非常に危険」

だと述べている（今井調書２０乃至２２）。紛争地では，政府そのものが非常に脆

弱で，支配や社会の秩序を必ずしも安定させられるだけの力がない，支配してい

ないということがあり，南スーダンにおいては政府軍の中でも統制がとれておら

ず，たくさんの住民虐殺を，むしろ反政府勢力よりも政府軍がやっているという

ことが国連でも報告されている状況であった（今井調書２２）。一方で反政府勢力

とかテロリストと日本政府が呼ぶような勢力も一定の支配を行っている領域が

あり，住民から支持を集めているということもあり，「政府も，これは反政府と同

じように飽くまで戦闘の当事者の一員であるというふうに認識すべき」と指摘す

る（同）。にもかかわらず日本政府が現地政府と連携すると言ってしまうと，「紛

争当事者の一つに加担をしてしまう」ことになり，中立性が損なわれ，逆に敵対

する勢力から攻撃される危険性が出て非常にリスクが高くなるのである（今井調

書２２，２３）。 

今井証人は，文民や人道支援関係者が危険に晒された場合には，駆け付け警護

ではなく，「実際には，交渉あるいは説得によって救出するというのが一般的」で

あり，実際に救出できた事例もあるが（今井調書２８乃至３０），逆に武力介入し

てしまったことで救出できなかった失敗例もあると述べる（今井調書３１）。海外

人道支援ＮＧＯ関係者の中では，「中立の立場を守ってやるということが共通認

識」であり，国際赤十字委員会や国境なき医師団に代表される多くのＮＧＯが「武

装警護は付けない」ことを原則とし，「様々な紛争当事者と話し合いをした上で安

全を確保して活動するといった認識」で（今井調書３３），テロリストと呼ばれる

ような組織に対しても「区別はしないというのが基本」である（今井調書３４）。 

新安保法制法で可能となった駆け付け警護や宿営地の共同防護，集団的自衛権

行使などにより自衛隊が海外で軍事行動をすることは，「その行為自体が非常に

危険」であるだけでなく，紛争地においては，自衛隊が「どこかの勢力に加担し

ていて敵だというふうな敵愾心を持たれ，それが一般の日本人に対しても敵愾心
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を持たれてしまうといったリスクもあ」る（今井調書３５）。２０１３年のウガン

ダ軍の事例などをみても，政治的，軍事的に介入している国は，住民の敵愾心や

反感の対象となりやすいのである（今井調書３８）。２０１６年７月１１日に南ス

ーダンのジュバで起きたテレインホテル事件－南スーダン政府軍が襲撃して特

にアメリカ人を中心とした欧米人が被害に遭った事件も，当時アメリカに対する

反感の高まりを背景に起こったものであり，世界で政治経済武力介入を積極的に

行う国の国民は，たとえ人道支援者や企業関係者，いわゆる文民であっても海外

で危険な目に遭う確率が高くなるのである（今井調書４０）。 

今井証人は，アメリカのＮＧＯの活動が現に難しくなるということが起こって

おり，新安保法制によって米軍と日本の自衛隊が一体化することで，そうした反

感が「日本に向かう可能性は高くなってくる」と述べ（今井調書４１），日本や日

本人の国際ＮＧＯの活動が難しくなる危険性が出てくると予想している（今井調

書４９，５０）。 

このように，新安保法制法に基づく駆け付け警護や宿営地の共同防護は，現場

の裁量によって実施される可能性があり，武器使用がなされれば，自衛隊が戦闘

に巻き込まれるのみならず，日本に対するイメージも大きく損なわれ，日本人や

日本のＮＧＯの活動が危険に晒される現実の危険性が生じているのである。 

 

５ 広がる自衛隊の海外派遣と戦争巻き込まれの危険の高まり 

自衛隊は南スーダンより撤退したが，政府は，改正ＰＫＯ協力法で規定された

国連が統括していない任務，いわゆる「国際連携平和安全活動」（ＰＫＯ法３条２

号）を初めて適用して，イスラエル・エジプト両軍の停戦維持を監視する「多国

籍軍・監視団（ＭＦＯ）」の司令部要員として，２０１９年４月１９日から同年１

１月３０日まで，シナイ半島へ幹部自衛官２名を派遣した。国会の事前承認も不

要とされ，閣議決定のみで実施されている（甲Ｂ５５・６頁）。ＭＦＯの主体は米

軍であり，現在の活動は当初から大きく変化を遂げ，イスラエル軍とエジプト軍
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が「広範囲に協力」して，シナイ半島での過激派組織によるテロを排除するため

の掃討作戦を展開しているとのことである。今後部隊としての多国籍軍への派遣

に繋がるものであり，自衛隊が多国籍軍とともに戦争へ加担する危険が一層強ま

っている（同７頁）。 

２０１９年１１月，対イランの軍事作戦のため米国が呼びかけて結成された有

志連合は，現在もペルシャ湾やホルムズ海峡での警戒監視活動を続けているとこ

ろ，日本政府は，同年１２月２７日日本関係船舶の安全確保に必要な情報収集活

動名目で自衛隊の中東派遣を閣議決定し，護衛艦「たかなみ」とＰ３Ｃ哨戒機２

機を派遣した。表向きは防衛省設置法の調査研究を根拠とし，「有志連合に加わら

ない独自派遣」と説明しつつ，実態は有志連合との間で情報交換を行い，有志連

合の「番兵」として有志連合の活動を補完し貢献している（同７乃至１０頁）。米

軍の中央軍の司令部，中央海軍の司令部はバーレーンに置かれているところ，こ

こに海上自衛隊の一等海佐（―これまでにない高位の幹部）が派遣され，米中央

海軍との密接な情報交換を行うようになった。今後，米国とイランの対立が武力

行使に発展すれば，新安保法制法に基づき，日本が重要影響事態や国際平和共同

対処事態，存立危機事態を認定して，対米支援に踏み切ることは，十分にあり得

るシナリオである。そのための準備として，現在上記自衛隊幹部が中東に派遣さ

れているといって過言ではないのである（半田調書１７）。 

２０１５年の通常国会で，安倍首相（当時）は，存立危機事態の「唯一の事例」

として「ホルムズ海峡の機雷除去」を挙げた。原油の８割を中東に依存する日本

は，イランがホルムズ海峡を封鎖すれば存立の危機を迎えるというのである。米

国とイランの緊張が高まり武力衝突に突入すれば，日本が巻き込まれる蓋然性は

高い。新安保法制法施行から４年を迎え，日本が幸い戦争に巻き込まれていない

のは，たまたま米国が本格的な戦争をしていないからに他ならない（甲Ｂ５５ 

１１，１２頁）。 

 



43 

 

第３ 米軍防護活動による米軍と自衛隊との関係，共同訓練の変化 

１ 米軍等の武器等防護の追加 

新安保法制法によって，自衛隊法９５条の２が追加され，これまでできなかっ

た自衛隊による米軍等の艦艇や航空機の防護が実施可能となった。米軍等の武器

等防護は，「自衛隊と連携して我が国の防衛に資する活動」に現に従事しているも

のの武器等を職務上警護するに当たり一定の場合に武器の使用を認めたもので

あり，上記「活動」には共同訓練も含む。 

新安保法制法が閣議決定される直前の２０１５年４月２７日に日米両政府間

で合意された新たな「日米防衛協力のための指針」にも明記されていたもので，

自衛隊と米軍等が，平時から有事まで切れ目なく連携するための軍事的協力関係

の要であり，集団的自衛権行使に備えた平時からの準備行動を可能にしたもので

ある。 

 

２ 国民に隠される情報，奇妙な実績 

自衛隊が米艦艇と航空機の防護を行ったことは，２０１８年１月２２日に通常

国会における安倍首相（当時）の施政方針演説で「北朝鮮情勢が緊迫する中，自

衛隊は初めて米艦艇と航空機の防護の任務にあたりました。」と述べたことから

明らかになった。米軍防護の件数は，防衛省のホームページで公開されており，

２０１７年には２件，２０１８年には１６件，２０１９年には１４件実施された

ことが分かる。しかし，同ホームページの情報は，防護の対象が艦艇か航空機か

の別は分かるものの，具体的にいつ，どこで，どのような形で実施したのかとい

うことは説明されていない。半田証人によれば，「これらは全て前年１年分の活動

を国家安全保障会議に報告するということを国家安全保障会議が基準として定

めていて，そして，国家安全保障会議の結論というのは，特定秘密になっている

から公表できない」とのことである（半田調書８，なお，１１）。 

そしてこの中身については，「非常に奇妙なことに２０１７年は北朝鮮が何度
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も弾道ミサイルを発射し，６回目の核実験を行った年に当た」るが，わずか２件

であり，「２０１８年というのは南北首脳会談が行われ，初めての米朝首脳会談が

あって，北朝鮮が一発も弾道ミサイルを撃っていないにもかかわらず，１６件も

の米軍防護が行われ」ている。その理由を防衛省に問い合わせても，「特定秘密」

が壁になって，国民はその中身を知ることができないのである（同）。 

 

３ 自衛官に委ねられている武器使用の判断の危険性 

武器等の防護は，米軍等から要請された場合，防衛大臣が必要と認めるときに

限り，自衛官が行うことになっているが，自衛隊法９５条の２の１項の主語は「自

衛官」であり，現場では自衛官の判断で米軍を守るために武器を使用することに

なる。 

これについて半田証人は，「この米軍防護で最も問題なところは，武器使用の判

断は自衛官に委ねられているという点」にあると指摘する（同）。そして本来，「シ

ビリアン・コントロールの下，我が国は政治が軍事を統制する決まりになってい

ますけれども，９５条の２を見る限りでは自衛官の判断で武器を使用することが

できるというふうであ」り，「外形的には米軍の艦艇を自衛隊が守るということは

集団的自衛権の行使というふうに解釈されても仕方ありません。」と述べる（同）。

この点，米軍の場合には，日本と異なる憲法を持ち，世界最強の１３０万人の米

兵がいるところ，集団的自衛権の行使を認められているのは，大統領と国防長官

の２人だけであることが明快に示されているのに，一方日本は，平和憲法を持つ

にもかかわらず，２３万人の自衛隊の誰もが米軍防護のための武器使用が認めら

れるというのである（同）。半田証人は，２３万人の自衛官の誰もが「すなわち集

団的自衛権に踏み切ることができるというのは大いに法的な倒錯であるという

ふうに考えられ」ると指摘している（同）。 
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４ 共同訓練の変化 

新安保法制法制定後，自衛隊と他国の軍隊との共同訓練に変化が生じているこ

とを半田証人は証言する。 

すなわち，例えば海上自衛隊や航空自衛隊の警戒監視範囲は，北は宗谷海峡，

南は与那国島の西まで，つまり東シナ海までとされ，共同訓練もこの範囲内で行

われてきたものが，新安保法施行後の２０１６年７月，アフリカのケニアにおい

て日本主催で開催されたアフリカ開発会議の場で安倍首相（当時）が「自由で開

かれたインド太平洋戦略」を発表し，その翌年である２０１７年から，アメリカ

とインドによるマラバールという米印共同訓練に自衛隊が毎回参加するように

変わった（半田調書１３）。２０１７年の訓練は印度のチェンナイ沖で行われ，ア

メリカやインドの空母と共に海上自衛隊の空母型護衛艦「いずも」が参加し，武

力行使を前提とした訓練を行うようになった。また２０１８年には，南シナ海に

出ていくために，インド太平洋方面派遣訓練部隊を作り，護衛艦「かが」を含む

護衛艦３隻の部隊が南シナ海まで出て行き，潜水艦「くろしお」と共に対潜水艦

訓練，つまり，武力行使を前提とした訓練を行った。２０１９年には護衛艦「い

ずも」と汎用護衛艦１隻の２隻が，インド太平洋方面派遣訓練部隊として南シナ

海に出ていき，５月にはイギリス海軍やオーストラリア海軍との間で２回にわた

る４カ国の共同訓練を行い，７月にはアメリカのロナルド・レーガン原子力空母

と共に日米共同訓練を行っている。 

このように，日本の平和と安全におよそ無関係の海域にまで海上自衛隊が出て

行って，単独訓練や日米共同訓練や多国間訓練を行うようになってきている現状

がある。半田証人は，これについて「安全保障関連法による対米支援が広がった

ことの影響であるというふうに考えられます。」と述べている（前同） 

 

５ 日本への反感・危険を強めている米軍等の防護活動 

武器等防護を適用する対象国の範囲は政府の判断に委ねられており，米軍のみ
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ならず，豪州軍にも適用する方向で調整に入っていると報道されている。共同訓

練を実施している国には適用されると推察されるが，日本海から東シナ海，南シ

ナ海，インド洋まで，米軍，韓国軍，印度軍，豪州軍と共同訓練と称して，武器

等防護を実施しながら訓練を行えば，周辺国には「武力による威嚇」と受け取ら

れるおそれがある。  

この点今井証人は，自衛隊が米軍等の防護活動をいろいろなところで実施する

ようになったことについて，「２０００年代から始まった中東あるいはインド洋

での給油活動等で日本に対するイメージがアメリカと一体化しているというふ

うに変わりつつあるという現地の情報，話」があり，「まだまだ一般の住民の方の

レベルでは，幸いにと言っていいのか，そこまでは浸透していない」けれども，

しかしこれが，新安保法制法のもと，自衛隊の「海外での軍事活動が増えれば，

変わってくると思います」と指摘している（今井調書４４）。 

今井証人は，２０１５年にシリアのイスラム国に後藤健二氏，湯川遥菜氏が殺

害された事例において，イスラム国の主張では日本がイスラム国攻撃の有志連合

に参加したとか，イスラム国に対処するための資金拠出をしたことが指摘されて

おり，そうした政治的な介入の動きが背景にあったと思われると述べている（同

４６）。日本政府はテロリストには屈しないと宣言したことがあったが，一般的に

テロリストとレッテル張りしていくのは非常に危険であり，レッテル張りをして

一掃するというような軍事活動を始めるのであれば，日本に対して反感が向いて

しまう（同４７）。このイスラム国の時期は新安保法制以前の特措法の時代である

が，新安保法制法成立後，自衛隊について「ますます海外での軍事活動が増え，

あるいはアメリカと一体化したような防護活動が増え」ているのであり，「そうい

ったアメリカと一体化した日本への反感がますます増えてくると危惧され」る状

況にあるのである（同４８）。 
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第４ 米軍による自衛隊基地利用状況や自衛隊装備の変化 

１ 米軍の自衛隊基地利用の状況 

宮崎県にある航空自衛隊の新田原基地においては，近年，米軍のための弾薬庫，

駐機場，燃料タンク，米軍用宿舎等の建設・整備が進められてきている。半田証

人は，米軍による自衛隊基地の利用についても，新安保法制法制定による影響，

変化があると述べる。 

新田原基地だけでなく，福岡県にある航空自衛隊の築城基地も，現在米軍との

共同使用を前提として弾薬庫や隊舎などの建設が進んでいる。２００６年の米軍

再編の最終報告の中に書かれていることではあるが，新安保法制法施行後に日米

合同委員会が開かれ，この新田原基地と築城基地の２つの自衛隊基地の日米共同

使用が正式に決まり，動き出したというのが現在の姿である（半田調書１４）。 

 

２ 米軍の自衛隊基地利用範囲の変化 

日米共同使用の範囲は，実際のところもっと範囲が広がっている。 

一つは，１９８１年から始まった日米共同訓練フォレスト・ライトは，在沖米

軍第３海兵遠征隊と陸上自衛隊との共同訓練であるところ，もともと参加する海

兵隊の航空機は，米軍基地である山口県・岩国基地や青森県・三沢基地を専ら利

用していたが，２０１８年から自衛隊基地を使うようになった。そして２０１８

年には築城基地に，２０１９年には陸上自衛隊明野駐屯地にオスプレイが飛来し，

２０２０年には九州が訓練の舞台となって，民間空港である熊本空港に４機のオ

スプレイが着陸し，そのまま滑空して陸上自衛隊の高遊原分屯地に入っていき，

そこで陸上自衛隊側から燃料を受けて，また熊本空港を利用して飛び立っていく

というように訓練が変わった（同）。 

もう一つの北海道を舞台にしたノーザンヴァイパーという海兵隊と陸上自衛

隊の共同訓練については，これももともと米軍基地である青森県・三沢基地を使

って行われていたものが，帯広駐屯地を使用することが計画された。これは北海
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道胆振東部地震で中止となったものの，２０２０年１月の訓練では，民間空港で

ある新千歳空港と隣接する航空自衛隊の千歳基地を活用して，オスプレイが離発

着を繰り返した（同）。 

このように，米軍はもともと日米共同訓練の際に米軍基地を専ら使用していた

が，新安保法制法施行後は，自衛隊施設を共同使用するようになり，現在は民間

の施設まで使用するようになったというのが実態である。「日米の一体化という

のが，軍のみならず民間レベルにまで広がってきているという事実が」あるので

ある（同）。 

 

３ 自衛隊の装備の変化 

新安保法制法が自衛隊の活動や任務，権限を大きく拡大し，海外での武力行使

やこれに密接に関連する活動，そのための他国軍との共同訓練を行えるようにし

たことにより，これに応えるだけの自衛隊の編成や装備，機能の変化をもたらし

ている。 

もともと防衛省，自衛隊は，専守防衛の枠の中で武器や訓練を繰り返してきた。

１９８８年瓦力防衛庁長官（当時）は，必要最小限の実力を超えるとして３つの

武器－①大陸間弾道ミサイル，②長距離戦略爆撃機，③攻撃型空母は持てないと

例示しており，これらはいずれも，他国に脅威を与えるので持てないと説明され

てきた（半田調書１６）。 

ところが２０１８年１０月に改定された防衛計画の大綱によれば，いずれも持

てると読めるように変化している。例えば①については，島嶼防衛用高速滑空弾

という名前で登場しており，射程４００キロの現在のところは他国に脅威を与え

るものではないが，しかしながらロケット大国の日本においてはいつでも射程を

延ばして他国の基地を攻撃できるよう改修するのはとても容易である。②につい

ては，軍事技術の進展によって，自衛隊の小型戦闘機（Ｆ３５）から長射程のミ

サイルを撃つことによって同じ効果が得られるということで，射程５００キロの
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ミサイル（ＪＳＭ）の導入を始めた。またアメリカ製の射程９００キロのＪＡＳ

ＳＭとＬＲＡＳＭという長射程ミサイルについても導入の検討を進めている。③

については，本来は対潜水艦戦に特化して建造されたはずの「いずも」と「かが」

の２隻の艦艇を，空母に改修することを決め，これに乗せるＦ－３５Ｂという垂

直離着陸できる戦闘機の導入も始めている（同）。 

このように，日本において過去には「専守防衛」の見地から「持てない」と説

明されてきたものが，持てると「１８０度変わっているのが現在だ」（同）という

状況である。新安保法制法制定により，自衛隊の装備もより攻撃的性格を強めて

いるのである。 

 

第５ 敵基地攻撃能力兵器の保有の動きと日本有事への発展のシナリオ 

１ 浮上してきた敵基地攻撃論 

２０２０(令和２)年６月２４日，国家安全保障会議（ＮＳＣ）において配備の

断念が決まったイージス・アショアは，地上版イージスと言われており，もとも

とイージス護衛艦が担う役割を地上に置こうとしたものである。イージス護衛艦

は，例えば北朝鮮から弾道ミサイルが発射されるような場合に，日本海に配備し

ていち早くこれを迎撃する，そしてもし撃ち漏らしがあった場合には地上に配備

したＰＡＣ３で二段階目の迎撃をする，そうしたミサイル防衛システムの中の一

つとして組み込まれることが決まっていたものである。 

そうした防御的兵器であるにもかかわらず，配備を断念した途端に，なぜか敵

基地攻撃の議論が出てきた。２０２０年８月４日の自民党の検討チームが敵基地

攻撃の検討をしてほしいといって報告書を官邸に持って行き，同年９月１１日に

は安倍首相（当時）が敵基地攻撃とイージス・アショアの代替について検討する

よう言い残して首相を退任した。防御的な兵器であるイージス・アショアの代わ

りに，なぜ攻撃的な戦法を考えなければいけないのかは「論理の飛躍」であり，

岩屋毅元防衛相ですら述べているというとおりである（半田調書１９）。さらに，
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同年１２月１８日，断念したイージス・アショアの代替として，イージス護衛艦

建造が再び（元々イージス・アショアがイージス艦の代替策であった）計画され

閣議決定がなされた。（甲 C１１－４９４等）イージス艦には未だ出来上がってい

ない米ロッキード・マーチン社製の新レーダー（SPY7）搭載が予定され，建造費

等が１兆円規模となると報じられている（甲Ｃ１１－４８０）。同日の閣議決定で

は「敵基地攻撃能力保有」を明言こそしなかったが，導入が決定された兵器はい

ずれも敵基地攻撃能力を有するものである。 

 

２ 新安保法制法によって朝鮮有事が日本有事となること 

半田証人は，北朝鮮から日本に弾道ミサイルが飛んで来るという事態は突然訪

れることは到底考えられない，と述べる。朝鮮半島には韓国があり，在韓米軍３

万人がおり，現在休戦状態であって停戦でもなく，平和条約が結ばれているわけ

でもない。北朝鮮の弾道ミサイルが飛んで来るというのは，朝鮮戦争が再燃し，

北朝鮮と韓国軍，そして米軍との間の戦争が再燃する状態だと考えられる。朝鮮

半島で戦争が起きてくれば，近傍の日本にとっては，新安保法制法でいうところ

の，日本の平和と安全に重要な影響のある重要影響事態が認定されることが推測

される。そうすると，日本は新安保法制法により米軍支援ができるようになり，

例えば発進準備中の航空機に対する燃料の補給や弾薬の提供といった，新安保法

制法成立前であれば憲法との関わりからできないとされていたことができるよ

うになっており，以前より可能とされてきていた米軍の武器，弾薬，燃料，食料

の輸送は当然できることになる。戦争が進み，米兵に死傷者が出てくれば，２０

１７年８月の小野寺防衛大臣（当時）の国会答弁（グアム島の米軍に弾道ミサイ

ルが落ちてきた場合には米軍の攻撃力や防御力が落ちるということで，存立危機

事態に当たり得る）を踏まえれば，米軍の戦力や抑止力が落ちるということで存

立危機事態に該当すると認定されるであろう。そうすると，２０１８年改訂防衛

大綱に基づき，保有していた攻撃的な兵器を活用した集団的自衛権の行使が行わ
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れることになり，事実上「日本が朝鮮戦争に加担する，参戦することにな」り，

その段階で初めて北朝鮮からの弾道ミサイルが日本に飛来することになるだろ

うと考えられる。 

このように，朝鮮半島で起きた戦争と日本有事は，本来結びつくはずがないの

だが，新安保法制法が制定されたことによって，「重要影響事態，存立危機事態と

いうふうになだらかに連なるグラデーションができしまって，そこで日本有事に

発展していくと，そんな事態になっていくということが考えられる」のである（半

田調書１９）。 

 

第６ 米国の戦争に協力し参戦していくことが十分に予測されること 

１ 戦争を繰り返してきた米国と反対したことがない日本 

各地の安保違憲訴訟における判決において，半田証人の意見について，米国に

よる戦争と日本による集団的自衛権の行使とを二重に予測したうえで，これに起

因して日本が武力行使やテロ攻撃の対象となる旨の予測を述べるもので，日本が

現実に武力行使やテロ攻撃の対象とされていることを述べるものとは言えない

と判示するものがあるが，これに対し半田証人は，「歴史の事実を無視した判決だ」

と断言する（半田調書２０）。 

第二次世界大戦後，米国は１０年に１回程度大きな戦争を繰り返してきた。朝

鮮戦争，ベトナム戦争，湾岸戦争，アフガニスタン攻撃，イラク戦争などである。

国連軍を背景にした戦争もあったが，例えばベトナム戦争の発端であるトンキン

湾事件は後にアメリカのねつ造だと分かっているし，またイラク戦争は米国政府

も認めているとおり，フセイン政権が大量破壊兵器を隠し持っているとの偽りを

元に始められたものであった。そしてイラクを大混乱に陥れた上，ＩＳ（イスラ

ム国）というテロリスト集団を生み出す結果になり，現在に至るまで中東の不安

定要因となっている。また例えば中南米のニカラグア侵攻などのように，軍事侵

攻が国際法違反だと国際機関から認定されたような戦争も米国は行っている。キ
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ューバに対してはピッグズ湾事件を引き起こしている。そうした大小さまざまな

戦争，軍事行動を繰り返してきた国が，将来二度と戦争をしないなどということ

は，少なくとも当面は到底考えられない（同）。 

そして新安保法制法は，上述のテロ特別措置法やイラク特別措置法などの期限

が来たら切れてしまう法律ではなく，恒久法として，いつでもどこでも，どのよ

うな場合でも対米支援を可能にするための法律であり，こうした米国の起こす戦

争や軍事行動を支援していくということである。そして日本は，２０１５年に安

倍首相（当時）が国会答弁しているとおり，米国の戦争を国際法違反として反対

したことは一度もない。将来も米国の戦争に反対しないというのが日本政府の方

針なのであろうと考えた場合，将来米国が引き起こす戦争に新安保法制法をもっ

て協力していく，場合によっては参戦していくということは，歴史とそして現在

の状況から十分な蓋然性をもって予測されることだといえるのである（同）。 

 

２ 変貌する自衛隊 

日本は，長らく専守防衛を国是とし，抑制的な訓練や抑制的な兵器にとどめて

きた事実がある。そして災害大国日本において，東日本大震災や熊本大震災のと

きに献身的な活動をする自衛隊が，国民から高く評価され，現在では９０％以上

の国民が支持するということになっている。しかしそうした自衛隊の姿を一変さ

せるのが，この新安保法制法なのである（半田調書２１）。 

３０年にわたり防衛省，自衛隊の取材を続けてきた半田証人は，イラク戦争の

際，防衛大学校から１６０名もの退学者があり，この新安保法制法上程の年には

１５７名もの退学者が出たことを目の当たりにしている。自分の命が危ないとい

うだけでなく，幹部になる者が部下に対して無理な命令をしたくない，つまり良

心的な若者たちが自衛隊を忌避する流れになっているのである。これから幹部自

衛官になろうとする者は，この新安保法制法の危険性をいち早く敏感に感じ取っ

ているといえる。（同） 
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なお，飯島証人も現場自衛官の切実な思いを証言している（飯島調書１２，１

８ なお，甲Ｂ９２など）。 

 

第７ 小括 

新安保法制法は，自衛隊の活動や任務を広げ，武器使用を緩和して，平時から有

事に至るまで，いつでもどこでもどんな場合でも，自衛隊が海外に出向いて米軍等

の戦争や武力行使と一体化し，共に戦ったり支援したり共同訓練できるようにする

恒久法であり，自衛隊の性質を大きく変える法律である（半田調書３）。 

そして新安保法制法施行によって，すでに，自衛隊が戦闘に巻き込まれる具体的

危険が生じた事態が発生し（南スーダンＰＫＯ），自衛官１人１人に集団的自衛権行

使につながる武器使用が許された米軍等の艦船や航空機の防護活動が始まっており，

これに伴い米軍や他国軍との共同訓練がこれまでの自衛隊の警戒監視区域を大きく

超える南シナ海や印度沖でも実施されるようになり，米軍が従来の米軍基地のみな

らず自衛隊基地や民間施設まで使用するようになってきており，自衛隊の装備もこ

れまで持てないとされてきた兵器を含めより攻撃的な性格を帯びたものが導入され

てきており，現在，従来の専守防衛政策を転換する敵基地攻撃論まで政府与党や政

権中枢の政治家から公然と主張される状況にある。 

日本が，世界で戦争を繰り返してきた米国と一体化して軍事行動を行っていると

みられる状況は，日本の人道支援組織や日本人の活動を危険にさらしており，その

危険性は，新安保法制法施行によりいっそう高まっていると言わざるを得ない。 

日本が，米国の戦争や軍事行動に協力し参加していくことの現実的危険性が生じて

いることは明らかというべきである。 
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第３章 新安保法制法の成立・施行により侵害された諸権利ないし法的利益 

第１ はじめに 

１ 原告らの被侵害利益の複合性 

原告らは，日本国憲法の下で生活する国民・市民であり，国政において憲法の

基本原理が遵守され，平和のうちに安定して幸福を求めて生活することができる

地位を有する。すべて個人として尊重され，立法その他の国政の上で，最大の尊

重を必要（憲法１３条）とされる存在（人格）である。 

そして，内閣と国会の連携による新安保法制法の制定は，憲法の基本原理を蹂

躙し，平和国家を戦争のできる国家に変質させるものであり，憲法９条ないし平

和主義原則に反する具体的危険を発生させるものとなっている。 

これにより，原告らの，①平和的生存権，②人格権，③憲法改正・決定権が侵

害されている。 

このように原告らの被侵害利益を三つに分けたが，一つの法的地位の側面であ

って，別々ではなく，複合的なものである。特に平和的生存権と人格権との関係

は，人格権が内容豊富な人権であることから，人格権における「生命権・身体権」

及び「平穏生活権」と平和的生存権とは重なり合っているといえる。 

  

２ 新安保法制法成立により顕現した原告らの権利・法的利益の侵害 

⑴ 法的枠組みそのものによる権利・法的利益の侵害 

後記の人格権の項において詳細を述べるが，新安保法制法は，それ以前の有

事法制と相まって，法的枠組みそのものが国民の権利・法的利益の侵害を内在

させる内容となっている。同時に，新安保法制法自体が，その成立以前は抽象

的可能性にとどまっていた有事法制発動とこれに伴う国民の権利・法的利益侵

害の可能性を飛躍的に高めている。これは新安保法制がそれまでの国是であっ

た専守防衛を超える内容であることによる。 
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⑵ 法成立後の違憲事実の積み重ねによる権利・法的利益の具体的侵害 

   新安保法制はその成立・存在そのものが国民の権利・法的利益の侵害を内在

するものであるが，法成立・施行後「第２章」において詳述した具体的な違憲

の事実の積み重ねにより，国民の権利・法的利益の侵害が具体的に現実化して

いる。なお，これは立法内容の違憲性を含む立法行為の違法性とその明白性（後

記立法国賠に関する最高裁平成１７年判決，平成２７年判決に言う「権利・利

益の侵害の明白性）を基礎づける間接事実でもある。 

  

第２  平和的生存権の侵害 

１ はじめに 

平和的生存権については，準備書面（５） （１１）において，①平和のための

歴史的世界的な努力，②憲法の規定，③研究の成果と裁判例の蓄積，④平和を守

るための動きなどをあげ，その歴史的，国民的基盤の存在などから，平和的生存

権が人権の一つとして具体的権利性・裁判規範性が認められることを既に主張し

た。そこで，これまでの主張と立証を踏まえつつ，平和的生存権の具体的権利性

ないし裁判規範性・被侵害利益性について主張を補完するとともに，平和的生存

権の侵害の実情を明らかにする。 

 

２ 平和的生存権の具体的権利性・被侵害利益性 

⑴ 平和的生存権の憲法上の根拠 

平和的生存権は，憲法上の人権であり，憲法前文２段，９条，第３章の１３

条をはじめとする関連の人権規定に根拠を求めることができる。 

憲法前文２段には「われらは，全世界の国民が，ひとしく恐怖と欠乏から免

れ，平和のうちに生存する権利（英文は the right to live in peace）を有す

ることを確認する。」とあり，全世界の国民の権利として明記されている。この

「平和のうちに生存する権利」が平和的生存権にほかならない。 
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全世界の国民の権利として確認したのは，日本国民が第二次世界大戦の責任

を自覚し，再び戦争の惨禍を起すことなく，平和を維持することを「全世界の

国民」に向かって誓い，「全世界の国民の権利」として確認したからであり，「全

世界の国民」から自国民を除外する趣旨ではなく，自国民も含まれているもの

である。 

憲法前文も憲法典の重要な一部であり，憲法制定の由来や理想のほか，憲法

の基本原理を定めており，その内容の重要性から法規範性を否定することはで

きない。国民主権，基本的人権の尊重及び平和主義が憲法前文に謳われている

基本原理であり，これが法規範として国家を強く拘束し，憲法の各条項の解釈

準則ともなることは当然といわなければならない。「平和のうちに生存する権

利」が理想として願望するためだけに憲法に規定したものとは考えられない。 

そして，憲法は，「戦争の放棄」を第２章とし，人権や統治機構に先行させて

いる。これは戦争の放棄を人権保障と民主主義制度の前提条件として重く位置

づけたものと理解される。そうすると，人権としての平和的生存権は，平和を

制度として具体的に保障する９条によって担保されることになり，国ないし政

府がこれに違反する行為をした場合は，それは即，平和的生存権を侵害したと

評価されることになる（甲Ｂ１５の小林「意見書」３４頁） 。 

ところで，憲法の第３章の諸人権中に平和的生存権についての規定は存在し

ないが，１３条の個人の尊重・幸福追求権については「すべて国民は，個人と

して尊重される。生命，自由及び幸福追求に対する国民の権利については，公

共の福祉に反しない限り，立法その他の国政の上で，最大の尊重を必要とする。」

と規定されており平和的生存権もこれに包摂されると理解することができる。 

ただし，平和的生存権は「生命，自由及び幸福追求に対する権利」の重要な

側面であるが，第二次世界大戦の惨禍を経験したことから，戦争の恐怖と欠乏

に再びさらされることがないようにするため，「平和のうちに生存する権利」を

分立させ，前文２段において確認したものと理解するのが相当である。 
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また，平和的生存権は，憲法１７条（国及び公共団体の賠償責任），１８条（奴

隷的拘束及び苦役からの自由），１９条（思想及び良心の自由），２５条（生存

権），２９条（財産権）とも結びつき，その内容を豊富なものとしている。 

 

⑵ 平和的生存権の権利内容 

平和的生存権は，政府によって憲法の平和条項が遵守され，政府の行為によ

る戦争と軍備及び戦争準備によって，生命や生活が侵害されたり破壊ないし抑

圧されたりすることなく，戦争の恐怖と欠乏から免れて平和のうちに生存し，

またそのような平和な国と世界をつくり出してゆくことができる核時代の自

然権の本質を持つ人権である（甲Ｂ１５  小林「意見書」）。 

権利の享有主体は，日本国籍の有無にかかわらず日本に生存するすべての個

人であり，権利の内容は，戦争を放棄した平和国家において戦争の恐怖に怯え

ることなく平穏に生存できる権利を中核とし，国家によって人の殺傷を強要さ

れたり戦争への加担を強要されたりしない権利，思想及び良心に基づく兵役拒

否権，軍需徴用拒否権，軍事費負担拒否権などが含まれる。 

また，権利の機能ないし法的効果は，政府が憲法の平和条項を蹂躙し，戦争

の準備を推し進め，戦争に踏み切るおそれが差し迫った場合及び戦争を開始し

た場合に，それを予防ないし制止するための差止請求とそれによってこうむっ

た人的・物的被害の回復を求める損害賠償請求である。 

このように平和的生存権には，自由権的な側面と請求権的な側面が存在する

のである。人権として内容豊富な権利ということになるが，物権ないし物権的

請求権（民法１９８条ないし２０２条参照）より上位にあることは当然という

べきである。 

 

⑶ 平和的生存権に関する裁判例 

ア 平和的生存権を肯定する裁判例 
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このように平和的生存権を憲法上の人権であることを認め，裁判所に対し

て保護・救済を求め法的強制措置の発動を請求し得る場合があることを肯定

して，裁判規範性を認めた裁判例としては，準備書面（５）の１４頁ないし

１９頁のとおり，代表的なものとして次の４例がある。 

① 長沼訴訟（保安林の解除処分取消請求事件）の札幌地裁昭和４８年９月

７日判決（判例時報７１２号２４頁） 

② 自衛隊イラク派遣差止等請求事件の名古屋地裁平成１９年３月２３日

判決（判例時報１９９７号９３頁） 

③ 自衛隊イラク派遣差止等請求事件の名古屋高裁平成２０年４月１７日

判決（判例時報２０５６号７４頁） 

④ 自衛隊イラク派遣違憲確認等請求事件の岡山地裁平成２１年２月２４

日判決（判例時報２０４６号１２４頁） 

イ 名古屋高裁平成２０年４月１７日判決の分析 

上記のうち，自衛隊イラク派遣差止等請求事件の名古屋高裁平成２０年４

月１７日判決は，自衛隊のイラク派遣の違憲確認と差止請求はいずれも不適

法として却下し，損害賠償請求については，「控訴人らの具体的権利としての

平和的生存権が侵害されたとまでは認められないところであり，控訴人らに

は，民事訴訟上の損害賠償において認められるに足りる程度の被侵害利益が

未だ生じているということはできない。」として棄却した。 

しかしながら，差止請求等の根拠とされた平和的生存権について，「このよ

うな平和的生存権は，現代において憲法の保障する基本的人権が平和の基盤

なしには存立し得ないことからして，全ての基本的人権の基礎にあってその

享有を可能ならしめる基底的権利であるということができ，単に憲法の基本

的精神や理念を表明したに留まるものではない。法規範性を有するというべ

き憲法前文が上記のとおり『平和のうちに生存する権利』を明言している上

に，憲法９条が国の行為の側から客観的制度として戦争放棄や戦力不保持を
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規定し，さらに，人格権を規定する憲法１３条をはじめ，憲法第３章が個別

的な基本的人権を規定していることからすれば，平和的生存権は，憲法上の

法的な権利として認められるべきである。(下線原告訴訟代理人 以下同じ) 

そして，この平和的生存権は，局面に応じて自由権的，社会権的又は参政

権的な態様をもって表れる複合的な権利ということができ，裁判所に対して

保護・救済を求め法的強制措置の発動を請求し得るという意味における具体

的権利性が肯定される場合があるということができる。例えば，憲法９条に

違反する国の行為，すなわち戦争の遂行，武力の行使等や，戦争の準備行為

等によって，個人の生命，自由が侵害され又は侵害の危険にさらされ，ある

いは，現実的な戦争等による被害や恐怖にさらされるような場合，また，憲

法９条に違反する戦争の遂行等への加担・協力を強制されるような場合には，

平和的生存権の主として自由権的な態様の表れとして，裁判所に対し当該違

法行為の差止請求や損害賠償請求等の方法により救済を求めることができ

る場合があると解することができ，その限りでは平和的生存権に具体的権利

性がある。」と判示した。 

 

⑷ 平和的生存権の侵害 

ア 新安保法制法の本質は，日米軍事一体化による戦争準備ないし戦争遂行の

ための戦争法制である。 

    存立危機事態，重要影響事態，国際平和共同対処事態等と，自衛隊の出動

形態が異なるが，自衛隊法７６条１項は，「我が国と密接な関係にある他国に

対する武力攻撃が発生し，これにより我が国の存立が脅かされ，国民の生命，

自由及び幸福追求の権利が根底から覆される明白な危険がある事態」を存立

危機事態とし，内閣総理大臣は，「我が国を防衞するため必要がある場合には，

自衛隊の全部又は一部の出動を命じることができる。」とする。 

２６．７閣議決定とその翌２０１５年４月の日米両国政府の「新たな日米
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防衞協力のための指針」（いわゆる新ガイドライン）及びこれを法制化した新

安保法制法の制定は，１９７２年以降定着していた憲法９条に関する政府解

釈を変更し，個別的自衛権の域を超えて集団的自衛権の行使を「限定的」に

容認し，そのための法整備を強行するものである。 

新安保法制法制定に基づく実力部隊である自衛隊の組織と装備の整備状

況等に鑑みると，専守防衛の範囲を明らかに逸脱して，いつでも米軍等に加

担して戦争ないし武力行使ができる態勢が整えられており，「戦争の準備行

為」をするに至ったと認めざるを得ない。 

イ 米軍等の武器等防護（自衛隊法９５条の２）の制度も，共同訓練を含むと

されていることから，平時から有事に至るまで，切れ目なく活用されるもの

であり，米軍等の指揮下で自衛隊が活動することになり，集団的自衛権の行

使に平時から備えた制度である。 

北朝鮮情勢が緊迫する中，２０１７年から１８年にかけて日本周辺に派遣

された米艦艇と航空機の自衛隊による防護が実施された。例えば，２０１７

年４月２３日には朝鮮半島近海へ向けて航行している米海軍の原子力空母

「カールビンソン」と海上自衛隊の護衛艦が共同訓練を開始し，同年５月１

日から３日にかけては米海軍の貨物弾薬補給艦「リチャード・Ｅ・バード」

を防護するため，海上自衛隊の護衛艦「いずも」が房総半島周辺で補給艦と

合流し，四国沖まで補給艦を防護しながら航行し，３日には四国沖で海上自

衛隊の護衛艦「さざなみ」も合流し，２隻は補給艦を護衛しながら航行し，

この間，海自護衛艦が補給艦から燃料の補給を受ける手順を確認するなどの

訓練を実施した後，同日午後に離れたということがあった（甲Ｃ１１－１，

４７６） 。 

このような共同訓練と武器等の防護は，単なる訓練ではなく，臨戦態勢に

近い軍事行動であり，もし北朝鮮から米艦等に対するミサイル攻撃等があっ

た場合は，日本も北朝鮮との武力紛争に巻き込まれかねないことになる。原
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告ら国民・市民は，自衛隊の米軍等の武器等防護の行動に戦争に直結しかね

ない危険を感じ，恐怖にさらされた。なお，その後も米軍艦船・航空機の防

護が国民には詳細が明らかにされないまま多数回にわたって実施されてい

る。 

ウ 国際平和支援法は，多国籍軍（有志連合軍も含む）への自衛隊派遣を恒久

法化するとともに，米軍その他の諸外国軍に対する協力支援活動等を幅広く

行えるようにしたものであり，国連平和維持活動協力法（ＰＫＯ協力法）は，

「国際連合平和維持活動」だけでなく「国際連携平和安全活動」にも参加で

きることにしたうえ，「住民の保護」や「宿営地の共同防護」と「駆け付け警

護」の任務が加えられ，活動内容と武器使用の範囲が飛躍的に拡大された。 

自衛隊の海外派遣を恒常化させ，武器使用の範囲を広げたことは，海外の

戦争に積極的に参加する準備を整えたといわざるを得ない。 

エ 新安保法制法の制定により，自衛隊が顕著に変貌したことは，既に主張立

証したとおりである。「専守防衛」の枠をはるかに超え，「敵基地攻撃能力」

を備えた「外征軍」に変貌しており，制度的にも装備的にも戦争準備が整い，

米軍に加担していつでもどこでも戦争ないし武力行使ができる状態にある。 

オ 前掲の名古屋高裁判決は，平和的生存権の具体的権利性を肯定される場合

として「憲法９条に違反する国の行為，すなわち戦争の遂行，武力の行使等

や，戦争の準備行為等によって，個人の生命，自由が侵害され又は侵害の危

険にさらされ，あるいは，現実的な戦争等による被害や恐怖にさらされるよ

うな場合」を挙げているが，新安保法制法の制定及び当該法制法に基づく現

状は戦争の準備行為に相当し，原告らの平和的生存権は，具体的権利性を肯

定される場合にあると言うべきである。 

そして，戦争の準備行為といえる新安保法制法の制定ないし新安保法制法

に基づく国の行為及び我が国の状況によって原告らは，日本が戦争をする国

家に変質し，「密接な関係にある他国」の戦争に巻き込まれるのではないかと
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不安を感じ，恐怖を覚えるのであるから，原告らの平和的生存権は，既に侵

害されているというべきである。 

 

⑸ 「平和」の概念について 

被告は，平和の概念そのものが抽象的かつ不明確であると主張する。 

しかし，「平和」という言葉は，国際連合憲章をはじめとする国際法にも，日

本国憲法をはじめとする国内法にも，特に定義されることなく数多く使用され

ている。自衛隊法３条１項も，自衛隊の任務として「自衛隊は，我が国の平和

と独立を守り」と規定している。それは「平和」の概念が社会通念ないし経験

則によって明らかであることを前提としているからである。 

平和主義というと，平和の内容にもその実現方法にも異なった考え方がある

が，憲法前文中の「日本国民は，恒久の平和を念願し」，「平和を愛する諸国民

の公正と信義に信頼し」とか，９条１項中の「日本国民は，正義と秩序を基調

とする国際平和を誠実に希求し」という文言から，「平和」の概念を考えると，

戦争や武力の行使又は武力による威嚇などを伴う抗争がなく，恐怖から免れて

平穏に生活できる状態をいうものと理解することができ，裁判規範性を否定し

うるほど，不明確などということはない（飯島調書 ９～１１）。 

先の自衛隊イラク派遣差止等請求事件（名古屋高裁平成２０年４月１７日判

決）においても，「憲法上の概念はおよそ抽象的なものであって，解釈によって

それが充填されていくものであること，例えば『自由』や『平等』ですら，そ

の達成手段や方法は多岐多様というべきであることからすれば，ひとり平和的

生存権のみ，平和概念の抽象性等のためにその法的権利性や具体的権利性の可

能性が否定さなければならない理由はない」と判示されている。 
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第３ 人格権の侵害  

１ 人格権保障の根拠・内容について 

原告らは，訴状及び準備書面（７）において，新安保法制法の制定・施行によ

って原告らが法的保護に値すべき権利・利益である人格権を侵害されたことを主

張した。 

ここに人格権とは，人間が人間であることからその存在を全うするために認め

られる権利である。人格権が，人間が人間であることからその存在を全うするた

めに認められる権利であることは，アメリカの独立宣言や世界人権宣言などに遡

り，その後の欧米諸国において，学説や判例によって築き上げられ，法的にも明

文化されるなどして歴史的発展を遂げ，個人の尊厳・人間の尊重に基づく自然権

的権利として肯認されてきた。我が国においても，民法学・憲法学において，戦

前から，人格的利益について保護法益として容認され，現在においても，表現は

異なるものの，生活の平穏等の人格的利益の保護法益性が認められ，人格的自律

権，自己決定権等も人格権の内容として認められている。また，裁判例において

も，最高裁を含めて，人格権・人格的利益が保護法益として広範に認められてい

る。 

原告らは，新安保法制法の制定に至る各閣議決定，日米両国政府の「新たな日

米防衞協力のための指針」（いわゆる新ガイドライン）策定及びこれを法制化した

新安保法制法の制定，新安保法制法の制定に基づく自衛隊の装備強化，日本の戦

争参加の現実的危険などによって，人格権たる①生命権・身体権及び精神に関す

る利益としての人格権，②平穏生活権及び③主権者としてないがしろにされない

権利が侵害されたと主張するものである。また，新安保法制法は，従前の有事法

制たる国民保護法とも一体となり，法に内在する権利制限による人格権侵害も存

する。 

これに対し被告は，原告らの主張する人格権が，具体的な権利内容，成立要件，

法的効果等について一義性に欠ける極めて曖昧なものであるから，そこに具体的
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権利性を認められないと主張する。 

しかしながら，人格権は，人間が人間であることからその存在を全うするため

に認められる権利であり，その外延を抽象的，一義的に確定することが困難であ

るとしても，少なくとも人間の尊厳に伴う基本的な法益をその内容とするもので

あれば，人格権・人格的利益として法的保護の対象となるというべきである。 

 

２ 人格権の内容及び新安保法制法による人格権侵害について 

⑴ 生命権・身体権及び精神に関する利益としての人格権 

生命権・身体権及び精神に関する利益としての人格権は，人格権として認め

られる点に異論はない。 

個人の生命，身体，精神に関する利益は，各人の人格に本質的なのものであ

って，これを超える価値を他に見出すことはできない。人間としての生を全う

するには，単に生命・身体の保全では不十分であり，そこに精神に関する利益

が守られねば人間の生活としては成り立たないのであり，その具体的な在り方

は，生活に関する利益として理解されるべきである。 

この点，原告らは，新安保法制法の制定に至る各閣議決定，日米両国政府の

「新たな日米防衞協力のための指針」（いわゆる新ガイドライン）策定及びこれ

を法制化した新安保法制法の制定，新安保法制法の制定に基づく自衛隊の装備

強化，日本の戦争参加の現実的危険などによって，その生命・身体・精神に関

する侵害の危険を感じ，著しい精神的苦痛を受けているものであり，これは，

国賠法上の保護法益となる。 

⑵ 平穏生活権  

ア 平穏生活権は，最高裁をはじめ，多数の裁判例により保護法益として認め

られている。平穏な生活の核心は，自律的自己決定権の行使として，人生を

自律的に設計し送っていくことにあり，平穏生活権は，それを成り立たせる

複数の要素を包摂している。人間の平穏な生活にとって，物理的な条件も精
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神的な条件も同様にかつ同等に尊重される必要があり，どちらか一方だけで

は，身体及び精神の統一体としての人間の生存を語ることはできないことか

ら，その要素として精神的な平穏と物理的な平穏が考えられるべきである。 

イ すなわち，原告らの多くは，憲法に導かれて戦後築いてきた平和な生活が

否定，破壊されたと感じている。原告らの中には生命・身体への直接的侵害

はなくても，（しかし，間接的な侵害は存在している）「精神に関する利益」

侵害を主張し，また，生命・身体が侵害されるのではないかとの不安・恐怖

にさいなまれた者も少なくない。こうした原告らによる「平穏な生活権」を

侵害された，あるいは明確に人格権を侵害されたとの主張は，一人ひとりの

原告の実態を知り，その苦しみを直視すれば，法的正当性は明白である。 

特に，新安保法制法施行後，２０１７年４月以降における国際情勢の下で

は，多くの国民・市民は具体的な生命・身体及び精神への危険を実感してお

り，生命・身体及び精神的人格権の侵害は現実化している。閣議決定と国会

の議決により原告らの平穏生活権の侵害と生命・身体への侵害は，その後の

事態の進行により裏付けられている。新安保制法以前には，抱くことのなか

った不安や恐怖は，原告らから生命・身体の安全とともに，平穏生活権を奪

ったのである。 

新安保法制法が施行された以降，原告らは戦争に直面させられる不安と恐

怖をより具体的に実感させられた。 

新安保法制法の成立により，原告らを含む，基地周辺や大都市，原発周辺

の住民，自衛官，海外にいる日本人，ＮＧＯ関係者などの生命や安全が危険

にさらされることになり，すでにさらされている。その実態は，準備書面（２

１）および「第２章」でも述べたとおりであるが，主なものを以下列挙する。 

① 専守防衛を逸脱する２０１８年防衛大綱に基づく防衛装備，長距離ミサ

イルや「いずも」の空母化などの攻撃型兵器保有とイージスアショアを断

念後急浮上した敵基地攻撃力保有の動き。 
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② 南スーダン PKO， シナイ半島への陸上自衛隊幹部派遣，米艦・米航空機

防護，洋上給油，海上自衛隊の南シナ海進出など自衛隊の積極的海外派遣

の動き。 

③ 国内および海外での実戦を想定した日米共同訓練や多国間訓練の増加。 

④ 自衛隊基地の米軍基地化および米軍と自衛隊が一体となっての基地や

民間空港利用の動き。特に，新田原基地に関しては米軍による利用が進み，

米軍の弾薬庫，駐機場，燃料タンク，米軍用宿舎等の建設・整備が進めら

れ，法施行後日米一体化の共同訓練も増加し，日々の爆音，部品落下事故，

さらには墜落の危険，新型コロナウイルス感染予防を理由とする訓練参加

米兵の事前協議なしの宮崎市内ホテル宿泊問題などがある。 

⑤ 不合理なＦＭＳ(Foreign Military Sales)による高額かつ必要性や性能

に多大な疑問のある米国製武器の大量購入や本来日本が負担する義務の

ないいわゆる「思いやり予算」などによる防衛費の拡大と社会保障費の相

対的削減，ＯＥＣＤ諸国内での教育費の公的負担割合の低さなど国民生活

の犠牲。 

⑥ 日本全国に広がる基地被害―自衛隊機や米国内でも欠陥機と言われる

オスプレイ等による相次ぐ部品落下事故，墜落事故，不時着・緊急着陸な

ど。特に沖縄の被害が大きいが，事故による住民生活への影響は，米軍基

地機能や実戦想定訓練の全国的広がりに伴い，全国に広がり，住民の営業

活動や子ども達の学校生活などにも及び，子ども達の学習権すら侵害して

いる。 

⑦ 防衛装備庁の設置により軍需産業の育成強化や武器輸出解禁と国際共

同開発の動きの加速。防衛省・外務書・経済産業省等が事実上関わる国際

武器見本市が国内で開催され，イベントホームページやパンフレットには

あたかも既に日本で憲法改正がなされたかの文言が公然と掲載されてい

る。 
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⑧ 戦争できる国作りに向けて軍産学共同路線が取られ，軍事研究に科学者

を動員し，武器輸出や武器開発で経済的利益を得ようとする動きの加速。 

ウ なお，これらは主に政府や自衛隊，米軍の動きではあるが，既に述べたと

おり，積極的な戦争ないしは武力威嚇に国内外で乗り出す行動であるから，

国民にとっては，いつ戦争に巻き込まれるかという不安を呼び起こすに充分

である。また，戦争準備体制が着々と進んでいると見るほかなく，日常生活

や経済生活への具体的影響や，精神までそのような体制に動員されていると

感じ，屈辱感や違和感を持つのも当然である。 

特に具体的なエピソードとして国民の恐怖を招いたものとしては，①２０

１７年４月２１日，政府による都道府県の危機管理担当者を集めた説明会で

の，北朝鮮の弾道ミサイルの着弾を想定した住民避難訓練を行うことの要請

②２０１７年４月２９日，「北朝鮮が弾道ミサイルを発射しました」との構内

アナウンスを伴う，一部の新幹線，地下鉄の運行停止。③「２０１７年５月

２日付の北朝鮮の朝鮮労働党機関紙『労働新聞』が，同年４月下旬に行われ

た日本の海上自衛隊の護衛艦と米原子力空母『カール・ビンソン』の共同訓

練を批判し，『朝鮮半島で核戦争が起る場合，最も大きな被害を受けるのは日

本だ』，『（日本が）米軍の兵站基地，発進基地，出撃基地になっている』，『日

本が真っ先に（核の）放射能の雲で覆われる』と強調したこと（読売新聞 ２

０１７年５月３日付報道）などがある。 

    また，海外で活動を行う日本人ＮＧＯ関係者等は，新安保法制法によって，

海外にある日本人が他国民からの敵愾心を受け生命の危険があることをイ

ラク特措法時の体験や紛争地の現実から強く感じ，不安をもっており，抗議

声明を出すなどしていたが，自衛隊が海外派遣で軍事的プレゼンスを強めれ

ば強めるほど，その危険が高まると指摘している。（アフガニスタンにおける

清末愛沙氏や中村哲氏の体験や発言，南スーダンにおける今井証人の経験な

どー甲Ｂ１２ 飯島滋明，清末愛砂，榎澤幸広，佐伯奈津子『安保法制を語
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る！自衛隊員・ＮＧＯからの発言』（現代人文社，２０１６年）１１２−１１

３頁，なお，同６７清末調書 甲Ｂ８１－１～８４－２ 今井調書 ２２な

ど。） 

エ このような現状であるにもかかわらず，被告は「漠然とした不安感を抱い

たという域を出ない・・・主観的な感情」などと主張する。 

しかしながら，現実は，政府が都道府県危機管理担当者を集めた説明会を

行い，国民に危機対応を呼びかけざるをえない状況に象徴されるように，「漠

たる不安」を明らかに超えている。 

原告らは，これらの状況に直面し，「漠たる不安」をはるかに超えた，新安

保制法以前には抱くことのなかった不安や恐怖を抱いているのである。 

 

⑶ 主権者としてないがしろにされない権利  

ア 原告らは，主権者として，憲法制定権を享有するものであり，憲法改正に

際しても，国民投票に参加しうる地位を有する。今般の内閣及び国会の新安

保法制法の制定に係る行為は，集団的自衛権の行使が憲法に反するとの，ま

さに確定していた憲法解釈を変更し，違憲であるとの多くの声を無視して立

法したものであって，本来は，憲法改正手続によってしか行えないものであ

った。原告らは，本来参加し得べき憲法改正手続への参加の機会を奪われた

ものであり，主権者としての立場をないがしろにされたものである。 

イ 主権者としての立場は絶対であり，国家権力によって最大限尊重されるべ

きものである。これを無視され，愚弄され，蔑ろにされたことにより受けた

被害は，原告たちの主権者であることの自尊心を大きく傷つけたことととも

に，実は主権者として尊重される確証など無いのではないかという憲法への

疑念・不安である。このような主権者としての根本的な被害感情は，国賠法

上，救済を要求できる人格権である。ほとんどすべての原告の人格権は，こ

のように侵害されたというべきである。 
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３ 新安保法制法に内在する国民の権利制限よる人格権侵害について 

⑴ 新安保法制法の法的枠組みと国民の権利制限 

原告らは，準備書面（２２）において，新安保法制法の法的構造そのものが

国民の権利侵害を不可避なものにしていることを明らかにした。新安保法制法

以前に締結された日米安保条約および日米地位協定を中核とし，有事法制の一

環たる国民保護法と一体となった重層的な法的枠組みである。この重層的な法

的枠組みにより，自衛隊員はもちろん公務員や民間労働者，一般国民に至るま

で戦争とその準備体制に組み込まれ，事実上協力を強制され，罰則を背景にし

た強制力によって財産権や行動の自由を奪われ，ひいては思想・良心の自由さ

え脅かされかねない内容となっている。特に武力攻撃事態や緊急対処事態にお

いて，戦火やテロ等に晒されれば生命の危険があることは言うまでもない。 

日米安保条約とそれに基づく日米地位協定により，日本政府は在日米軍に地

域制限なく施設・区域を提供し，有事をも想定した国内法上の特例を与え，土

地の強制利用，道路使用や航空法上の例外，漁業者の操業制限，秘密保護など，

国民生活を犠牲にした米軍「優先」となっている。加えて，物資・役務の調達

などの便宜を供与し，武器や修理業務など軍事行動の兵站を担っている。新安

保法制法以前にも在日米軍に雇用された日本人労務者はベトナム戦争やイラ

ク戦争にも参加させられ攻撃のリスクに晒され，政府はこれを是認してきた。 

   平時から有事まで機能するこれら条約，協定に加え，事態対処法，改正自衛

隊法，重要影響事態安全確保法，改正米軍等行動関連措置法，国際平和支援法

などが，それぞれの「事態」での自衛隊と米ほか外国軍との軍事協力を規定し，

国民保護法がそれぞれの「事態」に対応した国民の協力と義務，すなわち国民

の権利制限を定めている。「国民保護」という名称とは裏腹に，実際は軍事行動

を確保するため国民の生活や権利は深刻かつ多様な制限を受ける。 

国民保護法は，武力攻撃事態等やテロなどを想定した緊急対処事態において，
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国が「基本指針」を定め，指定行政機関・地方自治体等は「国民保護計画」を，

指定公共機関は「国民保護業務計画」を定めると規定する。関連する指定公共

団体等は平成２９年４月１日現在１５１，指定地方公共機関は，１０７８に及

び，交通，物流，ライフライン関係，通信，放送事業者など際限なく広がり国

民生活全般にわたる。 

国民の権利制限が定められており，例えば，土地や家屋，特定の生活必需品

の提供・保管，医療従事者の医療行為提供など，さまざまな協力が求められ，

場合により罰則をもって強制されることもある。（自衛隊法１１８条～１２４

条，国民保護法１８８条～１９４条には自衛隊員以外の国民を処罰対象にする

罰則規定がある。甲Ｂ１４８ 鈴木和之 内外出版「日本の安全保障法制入門

第３版」 ２８８頁以下，同１４９ 磯崎洋輔 時事通信社「国民保護法の読

み方」４２１頁以下，なお２００頁以下）国・地方公共団体，指定公共機関等

に対処措置実施の責務があり，国の方針のもと，国民が協力を拒むことは不可

能であり，少なくとも著しく困難と言わざるを得ない。 

 

⑵ 有事法制による国民の権利制限の可能性を飛躍的に高めた新安保法

制 

   武力攻撃事態においては，空港・港湾・道路等公共施設の外国軍・自衛隊の

軍事優先利用および関係公務員・労働者の役務提供，国民保護法上の対処措置

実施責務による指定行政機関・地方公共団体・指定公共機関および関係公務員・

事業者・労働者の動員，戦闘行動や兵站等のための国民の土地建物や物資の強

制使用・収用，戦闘行動をする米軍のための土地等の使用・収用，軍事行動妨

害を避けるための罰則を背景とする国民の強制的な誘導などが定められてい

る。住民避難は自衛隊の直接任務ではなく，地方自治体の責任とされるが，住

民避難計画策定の非現実性と困難性は原告上原公子の意見書（甲Ｂ５４）およ

び同人の法廷での陳述に明らかである。 
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新安保法制以前は抽象的な発動可能性にとどまっていた有事法制が，新安保

法制によって，①本質的に他国防衛である集団的自衛権の行使を認める存立危

機事態（新三要件が限定の意味を持たず，日本が主体的に判断できない要素を

含むことは既に述べた）②地理的限定がなく世界中のどこで起こっても認定で

きる重要影響事態，③国連が統括しない国際的な軍事行動にも自衛隊を派遣で

きる国際平和共同対処事態によって実際に発動される可能性が飛躍的に高ま

った。しかも，武力攻撃事態と存立危機事態など，これらの各事態は併存しう

るとされる。 

また，あらたに，国会の議決もなく，例外を除き公表の必要もなく，ゆるや

かな要件で，世界中で外国軍の武器防護とその際の武器使用が認められること

となった。例えば共同訓練時の軍艦や戦闘機による軍艦・戦闘機の防護は，共

同での軍事威嚇とも受け取られかねない。戦闘中の米軍の後方支援においても

可能で，武器防護中に何らかの偶発的な衝突を契機に一気に重要影響事態，存

立危機事態，武力攻撃事態へと発展しかねない。切れ目のない武器等防護であ

り，「集団的自衛権」の裏ルートと指摘されている。 

また，緊急対処事態に関しても，新安保法制によって日本が明確に米国の同

盟国として軍事的に積極的役割を果たすこととなったことで，米国と対立関係

にある国や紛争地住民等の敵愾心を煽り，テロや原発への攻撃など，発動の可

能性は飛躍的に高まっている。 

実際に「第２章」で指摘したとおり，新安保法制施行後，これらの危険は具

体的かつ現実的なものとなっている。 

 

⑶ 新安保法制の法的枠組みを認識することによる人格権侵害 

新安保法制の本質は，日本が攻撃されていなくても，他国が起こす戦争に協

力して世界中のどこでも武力攻撃できる国にすることにある。新安保法制法の

制定自体によって，自衛隊員や国民が米国や外国軍隊等のために動員され，武
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力行使や武力行使の威嚇行為に加担させられ，敵対国等から被害を受ける危険

な立場に既に置かれているのである。 

このような自らの立場を理解したとき，平均的な人間が日常生活や将来につ

いて強い不安を感じ精神の静謐を害され，自らあるいは親族らの戦争体験を呼

び覚まされ，武力・戦争を憎み平和を愛する自らの思想やアイデンテイテイを

脅かされ物言えぬ立場にされたと感じ，激しい精神的動揺を感じることは，全

くもって当然のことである。 

精神の自律と静謐は，いわば人間が人間として自律的に生きるための要とも

言うべきものであり，人格権の枢要である。これが新安保法制法の存在そのも

のによって現に著しく侵害されている。 

 

第４ 憲法・改正決定権の法的権利性と侵害 

１ はじめに 

憲法改正・決定権については，訴状のほか，準備書面（９）において，国（政

府）による集団的自衛権行使等を容認する閣議決定（「２６・７閣議決定」）及び

新安保法制法案の閣議決定（「２７・５閣議決定」），並びに国会における本件新安

保法制法の立法等の行為が，国民各人が，国民主権及び民主主義の担い手として，

憲法の条項と内容を自らの意思に基づいて決定する根源的な権利として憲法９

６条１項に定められている国民の憲法改正・決定権を侵害するものであることを

主張した。 

従来政府自身は，集団的自衛権の行使の禁止や海外派兵の禁止等の原則を維持

することによって，自衛隊の存在及び活動が，戦争及び武力の行使の放棄，戦力

の不保持及び交戦権の否認という規定に反しないとしてきた。 

その上で，仮に集団的自衛権の行使を認めようとするのであれば，憲法９条の

改正が必要であると繰り返し明言してきた（昭和５８年２月２２日衆議院・予算

委員会における角田禮次郎 内閣法制局長官答弁，平成１５年７月２５日参議院・
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外交防衛委員会における小泉首相答弁など）。 

にもかかわらず，政府および国会は，憲法の改正手続を採らないまま，憲法９

条の規定を実質的に改変してしまった。 

原告らは，主権者として憲法改正について最終的意思決定の機会を奪われたこ

とにより，自らの憲法改正・決定権を侵害され，多大な被害を蒙ったのである。 

 

２ 憲法改正・決定権の法的権利性 

⑴ 憲法改正・決定権の根拠と内容  

憲法前文１段には，「ここに主権が国民に存することを宣言し，この憲法を確

定する。」とあり，国民が主権者として憲法を制定したことを宣言している。 

そして，憲法改正の手続については，憲法９６条１項に「この憲法の改正は，

各議院の総議員の３分の２以上の賛成で，国会が，これを発議し，国民に提案

してその承認を経なければならない。この承認には，特別の国民投票又は国会

の定める選挙の際行はれる投票において，その過半数の賛成を必要とする。」と

規定され，憲法を改正する決定権は，最終的には主権者である国民が有してい

ることを明らかにしている。 

憲法改正手続法は，３条で「日本国民で年齢満１８年以上の者は，国民投票

の投票権を有する。」と規定し，４７条で憲法改正案ごとに一人一票に限ると定

め，第七節（１００条以下）で国民投票運動について規定している。 

国民投票運動とは，「憲法改正案に対し賛成又は反対の投票をし又はしない

よう勧誘する行為をいう。」とされ（憲法改正手続法１００条の２参照），多く

の組織（団体）や個人によって国民投票運動が行われることを想定し，国民の

自由と権利を不当に侵害することなく，公明に運動が展開されるように配慮さ

れている。 

したがって，憲法改正を最終的に決定する権限は主権者としての国民が有し，

国民投票運動と国民投票の投票権を行使することによって，過半数の多数決を
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もって憲法改正を決定するのであり，この国民の憲法改正手続に関与して決定

する権利ないし法的地位を，「憲法改正・決定権」と呼ぶことにしたものである。       

国民の憲法改正・決定権は，「主権的権利」であるといわれることもある参政

権（高橋和之『立憲主義と日本国憲法 第５版』（有斐閣，２０２０年）３２０

頁参照）に含まれ，国会が発議した憲法改正案について，賛否をめぐる国民投

票運動を展開したうえ，国民投票の投票権を行使し，承認するかどうかを自律

的に決定する公民としての権能であり，国民の主権者としての人格権に含まれ

る自己決定権の行使でもある。立憲民主主義国家の国民的基盤であり，国民固

有の権利として具体的なものである。 

 

⑵ 被告の主張に対する反論 

被告は，憲法９６条１項でいう「国民」とは「国家の主権者としての国民」

という抽象的な位置づけにとどまり，憲法９６条１項も憲法改正手続法も憲法

改正の際には国民投票等を要することと国民投票の手続等を定めたものにと

どまると主張する。 

しかし，憲法制定権力ないし憲法改正権は，国家の主権者としての国民が有

しているという建前にとどまるものではなく，個々の国民が具体的に有するも

のであり，憲法９６条１項も憲法改正手続法も，憲法改正の決定権は主権者で

ある国民にあることを前提に，その権利行使の方法を規定したものである。 

この憲法改正に関与する国民の権利は，国民投票の投票権にとどまるもので

はなく，国民投票運動に参加するなど，国民意思を形成する過程に自主的に関

与する地位が保障されることであり，まさに「憲法改正・決定権」として保護

するに値するというべきである。 

そして，公務員である内閣総理大臣をはじめとする国務大臣や国会議員が 

憲法改正手続を潜脱して憲法に抵触する法律を強行採決によって成立させる

など，立憲主義にも議会制民主主義にも背馳し，法の支配を蔑ろにした場合に
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は，国民の「憲法改正・決定権」を侵害したものとして国賠法上違法と評価さ

れなければならない。 

 

３ 憲法改正・決定権の侵害 

⑴ 新安保法制法の本質と憲法改正手続の潜脱 

２６・７閣議決定は，集団的自衛権の行使は憲法上許されないとしていた昭

和４７年政府見解を改め，「我が国と密接な関係にある他国に対する武力攻撃

が発生した場合でも，「我が国の存立を全うし，国民を守るために他に適当な手

段がないときに，必要最低限の実力を行使することは」「自衞のための措置とし

て，憲法上許されると考えるべきである」などとして，憲法９条の解釈を変え，

集団的自衛権の行使に道を開いたうえ，内閣が新安保法制法案を立案して国会

に提出し，両議院においていずれも強行採決により成立させたことは，前述し

たとおりである。 

新安保法制法は，内閣と国会が憲法９条の改正手続を潜脱することによって

制定されたものであり，原告ら国民の憲法改正・決定権を侵害したことは明ら

かである。 

 

⑵ 損害の発生 

   内閣による２６・７閣議決定と新安保法制法案の国会提出及び国会における

同法案の強行採決による成立は，内容的にも手続的にも違憲かつ違法であり，

原告ら国民の憲法改正・決定権を侵害するものである。 

原告らは，国政において憲法の基本原理が尊重され，平和で安定した人生を

送れることを期待していたが，内閣と国会による憲法改正手続を潜脱した新安

保法制法の強行という事態であり，この暴挙に強い怒りと悲しみ，主権者の立

場を蔑ろにされた屈辱感，憲法が蹂躙された喪失感と不安感など，甚大な精神

的苦痛をこうむった。 
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この憲法改正・決定権の侵害による損害は，原告ら国民に共通したものであ

って，個々人の主観的要素を斟酌するまでもなく，経験則上明らかである。 

 

第５ 原告らの具体的被害とその深刻性 

１ はじめに 

これまで，原告らの被侵害利益を平和的生存権，人格権及び憲法改正・決定権

の三つに分けてみてきたが，新安保法制法による原告らの具体的被害は，各人各

様であり，それぞれの人生経験や感受性，考え方などによって異なる。別々のも

のではなく，複合的なものであるが，精神的苦痛の内容と程度を判断するため考

えることにしたものである。 

  いずれの原告らの精神的苦痛も，現実的かつ具体的で切実なものであり，被告

が主張するように「漠然とした不安感を抱いたという域を超えるものではない」

として軽視できるようなものではない。 

原告らは多樣であり，その具体的被害の内容も様々である。原告本人尋問を行

った原告は２１名，陳述書を作成した原告は１０３名であるところ，これらの原

告らの戦争体験などを含む人生経験，生活環境，社会的地位，世代などに分けて，

具体的被害と損害の深刻性について論及する。 

 

２ 原告らの具体的被害とその深刻性 

⑴ 戦争体験者（被爆者・引き揚げ体験者等含む） 

ア 原告●●●● 

原告●●●●（以下，「原告●●」という。）は，旧満州新京で生活し，終

戦間際に引き揚げを経験した。引き揚げる途中，安東で１年くらい住まなけ

ればならず，兵隊に襲われそうになった若い女性が逃げ込んでくるなどした。

その後引揚船が出るという遼東湾岸の葫芦島まで両親が妹，弟を背負い歩か

なければならなかったが敵国軍に発見されないよう，よく泣く赤ちゃんが死
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なせられたりするなどした。引揚船の中でも亡くなった人の遺体を海に投げ

込んだりする場面に遭遇するなどしている。また，弟，妹とともに引き揚げ

中に小児結核に罹患し，原告●●は結核性リンパ節やカリエス，肺浸潤に罹

り，その後，６０歳の時に再発するなどしている。原告●●の弟は治療薬で

難聴になり，妹は卵巣を全摘出して子どもを産めなくなり，その治療のため

に罹患したＣ型肝炎により今も発病に脅えている。 

そのような経験を経て，原告●●は，母親としても平和を育て守る活動を

行ってきたが，新安保法制法の強行採決により恐怖と絶望感で打ちのめされ

た。また，日本が戦争を仕掛けたり，脅したりする側に回ったと感じ，日常

生活に戦争の準備がひたひたと押し寄せる恐ろしさや焦燥感を強く感じて

いる（●●調書，なお甲Ｄ１３ 陳述書）。 

イ 原告●●●● 

    原告●●●●（以下，「原告●●」という。）は，旧満州ハルピンで生まれ

た。１９４７年，２歳の時に母親とハルピンを脱出し，同年３月８日大連港

を出港し６日かかって帰国した。そのとき栄養失調で，流行り目に罹患し，

右目を失明している。 

原告●●の父親はシベリアに抑留されており，１９４８年１２月帰国した

が，結核に罹患し，３年以上入退院を余儀なくされ，その後教員となり，反

戦の思いを全うしながら教員生活を終えた。しかし，晩年，認知症になって

もシベリア抑留時の体験を引きずり「見張られている，怖い怖い」と震える

ことがあった。また，原告●●の夫の職場の上司に命令で捕虜の首を切った

方がおり，本当に苦しんでいた。現在，新田原基地の近くに住んでいるが，

戦闘機の音で，３歳の娘が嘔吐し，食べ物を受け付けなくなったことも経験

している。 

これらのことから，原告●●は，自らが味わった苦しみを世界中の誰にも

味わってほしくないと考えており，新安保法制法の制定により，平和への思
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いが踏みにじられるような法律が次々と通って，戦争への道が敷かれている

と感じ，悔しく悲しい思いをしている（●●調書 甲Ｄ１１，１０３）。 

ウ 原告●●●● 

原告●●●●（以下「原告●●」という）は，昭和１７年日向市で生まれ

た。２歳の時に日向市が空襲を受けたが，空襲の後に見回りに出た父親が，

顔見知りの朝鮮人の女性と原告●●と同じ２歳くらいの親子が倒れており，

子どもの顔がもぎられてなかったという話を，後々まで憐れんで話し，戦争

のむごさの記憶がいつまでも忘れられなくなった。また，疎開や貧困のため

親と長く離れて暮らすことを強いられ情緒欠如をずっと引きずったが，それ

も戦争がもたらしたものと考えている。また，認知症聞き取りボランテイア

の体験から認知症が進んだ人でも戦争体験だけは細かく覚えているのに接

し，今の子どもたちに人生最後の記憶に戦争体験が残るようなことがあって

はならないと感じている。夫の実家が新田原基地の近くで戦時中基地が攻撃

対象となって危険なので兵隊が近隣に民泊し，苦しい生活を強いられたと聞

いたが，新安保法制法により共同訓練が行われ，米軍の宮崎市内宿泊が行わ

れたことと重ねてしまう。新安保法制法の強行採決以来，新田原基地がアメ

リカ軍の基地化したり，民間空港が軍事利用されるのではないかと感じ，日

常的に恐怖を感じている。（●●調書，甲Ｄ２８，１０５） 

エ 原告●●●● 

原告●●●●（以下，「原告●●」という。）は家族全員が被爆者である。

長崎原爆投下時，７歳であり，長崎中心部から４キロほど離れた旅館に疎開

していた。原爆投下により，旅館の階段は全部崩れ落ち，２階の方々でうめ

き声が聞こえた。外は，焼け野原で恐ろしい状況であった。翌日，家族で父

親の仕事場に歩いて行ったが，黒焦げになった死骸の山で本当にこの世の地

獄を見た。母親が子供を抱えて，背中に赤ちゃんをおんぶしたまま亡くなっ

ていた光景は忘れることはできない。最初は被爆者であることを隠して生活
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していた。しかし，その後，自分にしなければいけないことがあると考え，

被爆者として，絶対に戦争をしてはいけない，核を使ってはいけないと核戦

争廃絶を訴えてきた。自分の子どもや周りの方々に自分が経験したことをさ

せてはいけないという思いで，みんなで活動してきた。新安保法制法の強行

採決により，一生懸命頑張ってきたのに，また元に戻るのかと，努力を踏み

にじられる思いをし，寂しく悔しい思いで一杯である。（●●調書 甲Ｄ６） 

オ 原告●●●● 

原告●●●●（以下，「原告●●」という。）は，旧満州で生まれ，１９４

６年日本に引き揚げるとき，７歳であった。日本人と分ると捕まえられる恐

れがあったため名前を変えて逃げ回り，ソ連兵から略奪の場に出くわし，国

民政府軍の将校から頭を殴り付けられたこともあった。しかし，当時軍国少

年であり他民族への蔑視を植え付けられていた原告●●は，戦争に負けたせ

いだと考え将来敵を討つことを考えていた。しかし，高校時代に日本史と世

界史を学び，大学で中国近現代史を専門で学ぶことにより，他民族を蔑視し

て，戦争を当たり前と感じるような人間を作るようなことを二度と繰り返し

てはいけないという思いで一杯になった。 

そして，新安保法制法は，憲法を改悪し自衛隊を海外で戦争する軍隊にし

ようとするものであり，命を奪い，奪われる歴史へ，他民族への憎悪と蔑み

の連鎖に引き込むものであると考えている。また，国民が平和を求めている

のにそれを無視するものであり，怒りを覚えている。（●●調書 甲Ｄ１２） 

 

⑵ 戦争犠牲者（被爆者を含む）の家族 

ア 原告●●●● 

原告●●●●は，戦地で戦死し，遺骨も戻らなかった祖父が祖母にあてた

手紙を読み，祖父が伝えたかったのは，世界の恒久平和であったと確信して

いる。また，二人の子の母親であるが，下の子どもが生まれてすぐ，６か月
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間引き離されたという経験から，世界中でたくさんの母親たちが戦争により

子どもと引き裂かれ泣いていることを考えた。新安保法制法の制定が「強行

採決されたこと自体を恐怖に感じ」，「これまで大事にしてきた命の尊厳とか

子供の存在とか平和とかいうものを根こそぎ否定されたような思い」を抱い

ている（●●調書 甲Ｄ５０）。 

イ 原告●●●● 

原告●●●●（以下，「原告●●」という。）の父親は広島で，母親は長崎

で被爆した。原告●●の父親は家族に被爆体験を話すことはなかった。胸に

秘めて周りに語りたくなかったと思われる。原告●●の母親は，被爆した際

の「この世とも思えない地獄絵図」について語っていた。 

また，原告●●は，仕事上長年，沖縄本島，先島諸島，宮古八重山に通っ

ており，沖縄を第二の故郷と感じている。 

そして，新安保法制法制定により，唯一の被爆国である日本が核兵器禁止

条約に加わらないこと，沖縄の島々が軍事化されていくことに辛い思いを抱

いており，新安保法制法制定は戦争に加担するための極めて危険な近道と感

じている（●●調書 甲Ｄ８）。 

ウ 原告●●●●● 

原告●●●●●（以下，「原告●●」という。）は，母方の伯父が中国で戦

病死した。原告●●の母は，認知症になっても，伯父のことについて「戦争

で兵隊に行ったら病気になっても治療してもらえないらしい」などと話して

いた。また，民間船の船長であった別の伯父が，戦争末期，米軍の魚雷攻撃

に遭い死亡した。残された伯母は死ぬまで，「戦争があと１年，早く終わって

くれていたら」と悲しんでいた。そして，伯父の船が沈むまでの８時間に関

し，軍の克明な記録が残っていることを知り，軍はその間助けようとしなか

ったことについて，戦争は残酷で恐ろしく悲しいと感じている。 

また，原告●●は，大阪で特別支援学級の教員であったが，日の丸，君が
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代で起立を求められ，起立しないと処分するとの通達があり，退職した。日

の丸，君が代の強制は戦争につながっていると感じていたが，新安保法制は

その仕上げだと感じた。新田原基地での日米合同練習，アメリカ軍の弾薬庫

の設置などにより戦争が現実的なものと感じ，自衛官や基地の周辺の民間人

が巻き込まれ，伯母や母のように肉親を亡くして悲しむ人が生まれると心配

し心を痛めている（●●調書 甲Ｄ２０）。 

 

⑶ 新田原基地周辺住民 

原告●●●●（以下，「原告●●」という。）は，航空自衛隊新田原基地があ

る宮崎県新富町に接する西都市の住民であり，新田原基地の爆音被害を受けて

いる者である。新安保法制法成立後，アメリカ軍の戦略爆撃機Ｂ－１Ｂと新田

原基地のＦ-１５との戦闘訓練が行われ，アメリカ軍の空母と日本の護衛艦の

共同訓練へ新田原基地のＦ-１５が参加している。さらには，新田原基地にアメ

リカ軍の弾薬庫，燃料庫，誘導路等を造ることとなった。弾薬庫に何が保管さ

れるかも地元住民には知らされない。これらのことから，アメリカ軍の弾薬庫

を集中して狙われ，新田原基地が狙われ，戦争に巻き込まれるのではないかと

不安を感じている。 

   また，原告●●は，定年まで高校の教師をしており，教え子の中に自衛隊に

入隊した者もいる。その子供たちが，アメリカ軍と一緒になって海外で戦争を

する，他国の人間を殺す又は自分が犠牲になるなどの事態が生じるのではない

かといたたまれない気持ちを抱いている。(●●調書 甲Ｄ１９) 

   なお，原告●●も新田原基地周辺の住民である。 

 

⑷ 子を持つ母親及び孫を持つ祖父母たち 

ア 原告●●●● 

原告●●●●（以下，「原告●●」という。）は，小学校６年生の息子の母
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であり，歌人であり，カトリック信者である。また，宮城県仙台市に住んで

いたときに東日本大震災を経験し，その後息子と夫と宮崎に移り住んだ経験

を持つ。 

小学校６年生の息子は，原爆に関する読書を通じて自分も本の中のそのよ

うな経験をするのではないかと不安に陥ったりしている。また，南スーダン

に駆け付け警護で派遣される自衛隊員を家族が空港で見送るニュースをみ

て，現在も戦争があり，家族が引き裂かれる現実があることを知り，ショッ

クを受けている。 

また，原告●●自身，言葉の解釈を強引に変えそれが通用していることに

ついて，表現者として怒りを感じ，憲法の解釈によりこれまで認められなか

ったことが認められることについて，憤りを覚えている。 

東日本大震災・原発事故で心労のため精神科クリニックに通院していたこ

ともあるが，震災と戦争は違うとは言え，平和で平穏な生活が脅かされ，命

が危機にさらされる緊急事態であるという点においては，戦争も震災も同じ

であり，平和で平穏な生活がなければ安心して毎日を過ごすことはできない

と考えている。 

さらに，カトリック信者としてもカトリック教会が目指す平和への道と相

いれないものであることなどを述べていることについて強く共感し賛同し

ている。 

その上で，新安保法制法は，原告●●の人生や価値観，人格を否定し，不

安に陥れ，息子にも安心感を与えることができず，日々の生活に強い恐怖を

与えるものであると感じている。（●●調書 甲Ｄ２４） 

イ 原告●●●●● 

原告●●●●（以下，「原告●●」という。）は「安保関連法案に反対する

ママの会」のメンバーであり，宮崎市議会議員である。 

新安保法制法制定の過程が立憲主義や民主主義をないがしろにするやり
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方であったことで心の平穏を奪われたと感じている。また，集団的自衛権の

行使により自衛隊が国防と全く関係のない戦地に派遣され，それが常態化す

ること，自分の国と関係のないところで戦争をして加害者になってしまうこ

とについて不安に思っている。また，そのような不安の中で子育てを行うこ

と，新安保法制法を基に教育の中でどのように活用されていくのか，日本が

加害国になることが教育の中で教えられるのではないか，表現の自由や学ぶ

機会が奪われるのではないかと不安に思っている。 

実際に，原告●●の下にはたくさんの不安の声が届いており，宮崎市議会

においても，基地問題や安全保障に関する意見書を採択するために臨時議会

を開催するという歴史上前例がない事態が生じている。そして，今後も新安

保法制法による理不尽が起きるのではないか，市議会議員として見過ごせな

い状況となっていることに限りない不安と憤りを感じている。（●●調書 

甲Ｄ２５） 

 

⑸ 自衛官家族等 

原告●●●●は，自衛官だった息子を同僚・先輩によるいじめで失っている。

そして，自衛官も一人の国民として人権が守られなければならず，新安保法制

によって自衛官が戦争に行く危険を感じ，息子の死が活かされないと感じ苦し

い思いをしている。また，日本国憲法が真摯に衆議院，貴族院，憲法改正特別

委員会で崇高ともいえる審議を重ねられ，国民が憲法に命を吹き込むと述べら

れたことを深く胸に刻んで生きてきたが，それと比較し，新安保法制法が丁寧

な審議が行われず怒号の中で成立したことについて誤りであると確信し，悲し

みと憤りを強く感じ，過ちは司法によって正されなければならないと悲壮な決

意で裁判に臨んでいる（●●調書 甲Ｄ２７） 
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⑹ 教育関係者 

ア 原告●●●● 

原告●●●●は，中学教師をしてきた者である。国民学校３年生の時に宮

崎で終戦を迎えたが，１９４５年５月１１日，宮崎の大空襲の際，目の前５

メートルも離れていないところに機銃掃射を撃ち込まれ，１００メートルぐ

らい離れたところに数えきれないくらい爆弾が落ちる経験をした。その空襲

で学校は全焼し，同級生３人，上下級生９名が死亡した。その他にも近所の

老夫婦と娘さんが爆弾の直撃で死亡した経験もある。 

    また，原告●●の父は，広島に原爆が投下された２時間後に広島に入った

が，原爆投下直後の広島の死体の状況，水を求める被爆者の状況，その後の

死体の焼却の状況について，重い口調で話していた。 

    原告●●は，そのような辛い戦争体験を有している者でもある。その思い

から，生徒に対しても，子どもたちに対しても，戦争体験を伝えてきた。新

安保法制法制定後，新田原基地で２００名のアメリカ兵が来て合同訓練が行

われることに，戦争の足音が近づいてくると感じている。原告●●は戦後食

糧難の体験からカボチャとサツマイモが８０歳を超えた今でも食べられな

いが，そのトラウマがよみがえるとともに将来世代に味わわせてはならない

と深い悲しみとともに願っている（●●調書 甲Ｄ４） 

イ 原告●●●● 

原告●●●●は６５歳まで私立高校で教員をしていた。幼いころ東京に住

んでいた際，白装束を身にまとった傷痍軍人の姿を目にし，ラジオで「今日

の舞鶴港の帰還者名と住所」というのを聞くなどしていた。それにより，帰

還できた兵士，その家族，待ちわびていた人々の心情を考え，つらい気持ち

になり，戦争に対する恐怖感，嫌悪感を持っていた。また，自分の世代は絶

対に戦争はない，しない，させないという自負を抱いていた。 

    また，戦前教壇に立っていた方からいまだに夢にまで出て，何ということ
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をしたのか，非常に悔やんでいること，戦地に向かわせてしまったという後

悔の念があると聞いている。 

ところが，昨年８月，祭りで自衛隊車両が展示され，子どもたちが記念撮

影をし，若者向けのリクルート用のパンフレットが配られていたが，そのパ

ンフレットには有事の際の自衛隊の任務については一切書かれていなかっ

たことなどから，新安保法制法制定により，集団的自衛権で若者が行かなく

てもいい戦争に駆り出されて生死をさまようのではないかという懸念を強

く感じ不安に苛まれている。（●●調書 甲Ｄ８７） 

 

⑺ 法学研究者 

   原告●●●●（以下，「原告●●」という。）は，憲法，人権，国際法の研究

者である。集団的自衛権行使を容認することは違憲であると原告●●自身考え

ており，著名な憲法学者が，新安保法制法（案）が決してこれまでの解釈から

導かれるものではなく，憲法違反であると陳述したにもかかわらず，強行採決

に至ったことについて，非常に落胆している。また，法学者として学生に整合

性のある説明がつかないと考えている。さらに，安倍前首相が砂川事件の判決

を引き合いに出して最高裁があたかも集団的自衛権行使を合憲としたかの詭

弁を弄する振る舞いをしたことは非常に問題と捉え，新安保法制法は，国連で

示された人間の安全保障概念とも整合し具体的権利として認められる平和的

生存権，人格権を侵害するものと考えている。そして，新安保法制法の制定は，

恣意的な政治的要因で憲法理念を覆すものであって憤りを感じている。そのう

えで法曹は行政と立法とは一線を画しきちんと物が言えるはずであるとして，

三権分立とは何なのかが問われると，強く訴えている。（●●調書 甲Ｄ４５） 

 

⑻ 研究者 

原告●●●●は宮崎大学農学部において，教授・学長として農学の研究・教
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育を行ってきた。終戦時５歳であったが，空襲により死を間近に意識する恐怖

感を覚えたことがあり，終戦時に伯父一家５人が中国北部で消息不明になった

ことにより忘れがたい喪失感も受けている。 

そのような経験により，二度と戦争をしてはならない，研究が軍事利用され

ないよう社会に訴えかけなければならないと考えてきた。また，新安保法制法

制定により，日本が戦争に巻き込まれる，場合によっては自分や周囲の人たち

が戦争に巻き込まれるという恐怖を感じている。 

研究者が戦争に利用された反省を踏まえて戦後政府の政策に科学的英知を

反映させるべく設立された日本学術会議においては，１９５０年，１９６７年，

２０１７年軍事研究を絶対に行わないという声明を出しているが，新安保法制

法が成立した２０１５年防衛省安全保障技術研究推進制度ができており，研究

者が再び軍事研究に駆り出され，それが公然化する時代になりかけていると感

じ，不安と将来に対する大きな危惧を感じている。（●●調書 甲Ｄ５，１０４） 

 

⑼ 宗教関係者 

原告●●●● （以下，「原告●●」という。）は，自らカトリック信者であり，

小学生の子どもを持つ母親であり，子どもたちを支援する活動を行っている。

カトリック中央協議会，審議会では強行採決による新安保法制法制定に反対し

ているが，新安保法制法制定により，戦争が本当に身近になったような気がし

て恐怖心を覚え，子どもが戦争が起きたときには戦地に行かせられるのではな

いか，徴兵の可能性があるのではないかと非常に不安に感じている。 

また，原告●●の妹は修道女としてボリビアの孤児院で活動したことがあり，

今後も南スーダン等海外で活動を行う可能性がある。原告●●の妹は，新安保

法制法制定により，平和日本のイメージが損なわれ，非常に支援がやりにくく

なる可能性が高いと言っており，原告●●自身，妹が海外の子どもたちを救う

ことによって命が危険にさらされることに恐怖と怒りを抱いている。（●●調
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書 甲Ｄ４６） 

 

⑽ 法曹関係者 

原告海保寛(以下，「原告海保」という)。は，昭和４１年に裁判官に任官し，

鹿児島地家裁所長を経て平成１４年に退官した元裁判官である。 

「憲法９条の解釈改憲が許されるかどうかを問うのが，この訴訟の本質的な

問題」と捉え，今までの訴訟はそういうものではなく，従前の訴訟と今回の訴

訟とでは基本的に違いがあると捉えている。そして，今回の新安保法制法制定

は解釈改憲という禁じ手を使ったものであり，見過ごすことのできない戦後政

治の歴史の中で最大の暴挙であるとしたうえで，内閣や国会が違法行為を行っ

たとき，これを是正するのが裁判所の役割であり，戦後の裁判官の多くは二度

と政権迎合したり影響を受けたりはしないという信念があり，代々裁判官に受

け継がれ根付いているはずと強く訴えている。また，東京大空襲を経験した原

告海保は，太平洋戦争開戦当時誰も日本が空襲にあうなどと想像もしていなか

ったことから，一旦戦争の危険が切迫してからでは戦争は止められず，戦争の

火種を取り除くことでしか戦争を止める術はないと経験から強く感じている。

そして，今こそ戦争の火種を取り除くべきであり，司法がその力を発揮すると

きであると確信し，悲壮な思いを抱いている。（海保調書 甲Ｄ１）。 

 

⑾ 行政関係者 

原告上原公子（以下，「原告上原」という。）は，１９９９年から８年間，東

京都国立市市長を務めた者である。この国立市市長在任中，２００３年には有

事関連３法が，２００４年には，有事関連７法が成立した。 

原告上原は，地方自治体の長であり，有事関連法に対応し苦慮してきた立場

から，日本と関係のない，紛争のない国からの攻撃の危険性が膨らんでおり，

それにより自衛隊だけでなく，指定公共機関の従事者，一般国民も含めて戦時
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だけでなく平時から戦争準備体制に組み込まれ犠牲になること，一般住民と基

地が近接する環境では文民保護を謳うジュネーブ条約の趣旨に反し戦時とな

れば一般住民が攻撃されること，多くの原発のある日本はテロに対して脆弱で

あることを指摘し，新安保法制によってその危険が高まっていることに大きな

不安と怒りを感じている。また平和憲法を持つ戦争経験者二世として日本が戦

争する国になることを食い止める責務が自らにあると焦燥感を抱いている（上

原調書 甲Ｄ９５）。  

 

⑿ 若者 

ア 原告●●●● 

    原告●●●●は，「平和な社会に生きたいという思いや個人の尊厳が大事

にされる社会に生きたいという当たり前の思いを大事にして，また，人間的

関係を大事にする」という思いで新安保法制法に反対する活動を行ってきた。

その活動の中で若者が戦争が自分にどんな影響を及ぼすのかリアルに想像

できていないのではないかと感じ，国民の議論を反映せずに決められた新安

保法制法を個人の尊厳を尊重するものではないと感じ，軍事費の膨張と貧し

い学生の生活を対比し，若者の立場がないがしろにされていると感じている

（●●調書 甲Ｄ３４）。 

イ 原告●●●● 

原告●●●●は，新安保法制法は他国の脅威に軍事で備えるという考えに

より成立したものであり，他国との真に友好な関係構築をあきらめていると

考えており，戦後７０年以上築き上げてきた平和主義を破壊するものと考え

ている。 

そして，新安保法制法制定は，解釈で憲法を変えることであり，国民の努

力で平和や民主主義を作っていくという意思決定を否定され，権利を否定さ

れたと感じている。（●●調書 甲Ｄ３３） 
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⒀ 平和を愛し強く希求する宮崎県民 

   その他，以上に分類されない原告も含め，いずれもが平和を愛し強く希求し，

その願いが新安保法制によって打ち砕かれ，脅かされていることを日々感じ著

しい精神的苦痛を被っている。 

 

第４章 原告らの損害と因果関係 

第１ 原告らに生じた損害 

１ 原告らの受けた苦痛 

原告らは，新安保法制法の制定に係る内閣の閣議決定と同法案の国会提出及び

両議院の強行採決による可決に至る憲法尊重擁護義務に違背する重大な違法行

為によって，第３章記載のような精神的苦痛をこうむっている。この精神的苦痛

は，平和的生存権，人格権及び憲法改正・決定権を侵害されたことによるもので

あり，憲法の根本規範である平和主義条項が蹂躙され，再び戦争のできる国にな

ったことへの怒りと失望感ないし悲しみ，国民の主権者としての地位を侵害され

た憤りと屈辱感，戦争に巻き込まれたりテロ攻撃を受けたりする不安と恐怖，日

本が加害国となることへの不安と罪悪感，自らと子孫の将来の生活に対する不安

などであり，いずれも現実的な被害であって，国賠法上の保護に値するものであ

る。 

これらの被害の本質は現実に起こってしまってからでは事後救済が不可能な

戦争関連被害であり，具体的な武力攻撃事態や緊急対処事態を待つまでもなく，

既に発生している。（なお，甲Ｂ１５０高作正博意見書） 

  そもそも，原告らの精神的苦痛が国賠法上の保護に値するためには，新安保法

制法制定の立法行為とその施行に係る政府の行為によって，日本が他国との戦争

に巻き込まれたり，他国からの武力攻撃やテロ攻撃を受けたりするおそれが現実

に切迫し，原告ら国民・市民の生命・身体の安全が侵害される具体的な危険が存
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在しなければならないかという点は，かかる「おそれ」ないし「危険」の存在は，

自然法則とは異なり，社会現象として不確実なものであるから，蓋然性の問題で

あり，経験則ないし社会通念に照らして，原告らの抱く不安ないし恐怖が被害妄

想や杞憂とみられる場合は別として，国賠法上の保護に値するというべきである。

新安保法制法が文字どおり「平和安全法制」であって，わが国が米国等の戦争に

巻き込まれたり，他国から武力攻撃やテロ攻撃を受けたりするおそれが存在しな

いというなら，被告において抗弁として主張し，立証ないし論証すべき事柄とい

わなければならない。 

 

２ 金銭的評価 

原告らの精神的苦痛を金銭的に評価することは難しいが，内閣と国会が共同し

て原告らの信頼を大きく破壊したものであるから，各原告につき少なくとも金１

０万円の慰謝料の支払いを要する損害をこうむらせているというべきである。 

 

第２ 公務員の故意・過失及び因果関係 

１ 国務大臣と国会議員の故意・過失 

前述のとおり，２０１４年７月１日の閣議決定をもって，集団的自衛権の行使

は憲法上許されないとしていた昭和４７年政府見解を変えることにより，憲法９

条の解釈を変え，これに基づいて内閣において立案した新安保法制法案を２０１

５年５月１４日に閣議決定し，翌１５日に国会に提出し，衆議院では同年７月１

６日に，参議院では同年９月１９日にいずれも強行採決により原案のとおり可決

成立させ，２０１６年３月２９日から施行したものであって，内閣を構成する国

務大臣も両議院の国会議員も，憲法９条の改正手続を潜脱して一見明白に違憲の

内容を含む新安保法制法を制定することになることは認識していたはずであり，

このような新安保法制法を強行すれば，原告ら国民・市民の権利ないし法的利益

を侵害することになることを知り，これを容認していたか（故意），少なくともこ
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れを容易に知り，又は知り得べきであり，侵害を回避することが可能であったの

に，これを怠った過失がある。 

 

２ 加害行為と損害との因果関係 

  新安保法制法制定に係る公務員の加害行為と第１記載の原告らの損害との間に

因果関係があることは明らかである。 

 

第５章 新安保法制法について司法による憲法判断が不可避かつ必要であること 

第１ はじめに 

 国家賠償法の制度趣旨および立法国賠に関する最高裁判所判例の判断枠組み

に照らし，本件では立法内容の憲法適合性判断が必然的に先行しなければならず，

訴訟の結論を導くために避けられない。同時に，本件では司法の謙抑性に基づく

いわゆる憲法判断回避準則がとられるべきではなく，憲法判断は必要かつ決定的

に重要である。これらの点については，既に準備書面（１９）（２３）でも論じた

が，主張を整理し補充する。 

 

第２ 立法国賠において保護されるべき権利ないし利益について（改めて被告への

反論をかねて） 

１ 付随的審査制と事件性の要件 

  付随的違憲立法審査制は，いわゆる事件性を要求するが，国家賠償法における

被侵害利益は被告の言うレベルの具体的権利であることまでを要求するもので

はない。それは過去の立法国賠に関する最高裁判決からも明らかである。 

例えば，広島徴用工在外被爆者訴訟最高裁判決は，「原子爆弾被爆者の医療等に

関する法律および原子爆弾被爆者に対する特別措置に関する法律に基づく通達

によって被った原告らの落胆，怒り，被差別感，不満感，焦燥感といった損害を

賠償すべき責任がある」としている。 
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  加えて後記平成２７年の再婚禁止期間違憲判決も，「法律の規定が憲法上保障

され又は保護されている権利利益を合理的な理由なく制約するものとして憲法

の規定に違反するものであることが明白であるにもかかわらず，（中略）国家賠償

法１条１項の規定の適用上違法の評価を受けることがあるというべきである。」

と判示し，立法国賠における被侵害利益について被告の言う具体的権利性を要求

していない。 

  本訴訟における主権者として平和な国家に生きる安心等を害されたことによる

原告らの不安感，焦燥感，落胆，怒りと言った精神的苦痛も立法国賠で賠償され

るべき（保護されるべき）法的利益である。そもそも，国家賠償制度と性質を同

じくする民法の不法行為においても精神的苦痛が賠償対象とされていることは

言うまでもない。被告の主張は，裁判所に憲法判断を回避させようとする意図に

基づき，これまでの最高裁判決を曲解し国家賠償制度の射程距離を不当に狭く限

定せんとするもので，誤りである。 

本件は，国家賠償法に基づく損害賠償請求権を訴訟物にする事件である。「当事

者間の具体的な権利義務ないし法律関係の存否に関する紛争であって，かつ，そ

れが法令の適用により終局的に解決することができるもの」（板まんだら事件判

決―最三判昭５６．４．７）であり，「事件性」が認められることは言うまでもな

い。ここに言う「当事者間の具体的な権利義務ないし法律関係の存否」は，本件

では原告らの国家賠償請求権の存否にほかならず，被告の主張する「国賠制度に

おける被侵害利益の具体的権利性」とは異なる。本件において，原告らの訴えを

もって「つまるところは抽象的違憲判断を求めるものである」という理由で憲法

判断を回避することはできない。 

 

２ 立法国賠における最高裁判所の判断枠組みと本件における違憲判断の
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不可避性 

⑴ 立法国賠に関する最高裁判決と判断枠組み 

公務員の公権力行使（不作為を含む）が違憲違法であることにより精神的苦

痛をこうむったとして国賠法１条に基づいて提起される損害賠償請求訴訟を

違憲国賠法訴訟と呼び，付随的違憲審査制ゆえの限界のなかで，裁判例を分析

しながら，抽象的審査に転化することなく，裁判所の司法審査を引き出す条件

をさぐり，司法審査のあり方が探求されている（棟居快行『憲法の原理と解釈』

（信山社 ２０２０年１月３０日第１版第１刷発行）３５３頁以下）。 

   違憲国賠訴訟は，人権に関わる重要な憲法価値を擁護するため，国民が工夫

をこらした訴訟形態であり，司法に対する信頼を基礎にその憲法保障機能と人

権保障機能に託したものである。 

   そして，ここ１０年にわたる最高裁判所の違憲立法審査権の積極的行使の姿

勢（後記）は，国民の司法に対する信頼に応えようとするものであり，本件が

その例外とされる理由は全くない。 

   以下，最高裁判決の判断枠組みの変遷について順を追って説明する。 

  

⑵ 最高裁判決の判断枠組みの変遷 

ア 昭和６０年の最高裁判決は，「国会議員は，立法に関しては，原則として，

国民全体に対する関係で政治的責任を負うにとどまり，個別の国民の権利に

対応した関係での法的義務を負うものではないというべきであって，国会議

員の立法行為は，立法の内容が憲法の一義的な文言に違反しているにもかか

わらず国会があえて当該立法を行うがごとき，容易に想定し難いような例外

的な場合でない限り，国家賠償法１条１項の規定の適用上，違法の評価を受

けないものといわなければならない。」とした（以下「昭和６０年判決」と表

示する）。 

イ しかし，最高裁が認める立法国賠の要件はその後事実上緩和されている。 
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すなわち，在外日本人選挙権剥奪違法確認等請求事件上告審判決（最高裁 

平成１７年９月１４日大法廷判決 民集５９巻７号２０８７頁）は，「立法内

容又は立法不作為が国民に憲法上保障されている権利を違法に侵害するも

のであることが明白な場合や，国民に憲法上保障されている権利行使の機会

を確保するために所要の立法措置を執ることが必要不可欠であり，それが明

白であるにもかかわらず，国会が正当な理由なく長期にわたってこれを怠る

場合などには，例外的に，国会議員の立法行為又は立法不作為は，国家賠償

法１条１項の規定の適用上，違法の評価を受けるものというべきである。」と

した。（以下「平成１７年判決」と表示する） 

ウ さらに，再婚禁止期間違憲訴訟の損害賠償請求事件上告審判決（最高裁平

成２７年１２月１６日大法廷判決 民集６９巻８号２４２７頁）は，「法律の

規定が憲法上保障され又は保護されている権利利益を合理的な理由なく制

約するものとして憲法の規定に違反するものであることが明白であるにも

かかわらず，国会が正当な理由なく長期にわたってその改廃等の立法措置を

怠る場合などにおいては，国会議員の立法過程における行動が上記職務上の

法的義務に違反したものとして，例外的に，その立法不作為は，国家賠償法

１条１項の規定の適用上違法の評価を受けることがあるというべきである。」

としている。（以下「平成２７年判決」と表示する。） 

エ 上述のイおよびウは，いずれも立法不作為の場合であり，イの事例では在

外国民に国政選挙において投票をする機会を与える立法をしないのは憲法

１５条１項，３項，４３条１項，４４条ただし書に違反するとの判断を前提

とするもので，いずれも違憲審査をしたうえで，立法不作為の国賠法上の違

法性を判断し，イの事例では国会議員の過失の存在は否定できないとして，

国賠法上違法と評価し，慰謝料請求の一部を認容した。ウの事例では６か月

の再婚禁止期間を定めた規定の憲法違反となる部分が国会にとって明白で

あったということは困難であるとして，国賠法上違法と評価することはでき
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ないと判断した。   

重要なことは，国会議員の立法不作為について違憲審査を行ったことであ

り，ウの事例では，国賠法上の違法性を認めなかったが，民法７３３条１項

の合憲性について判断をしたことである。事柄が女性の再婚禁止期間という

重要な人権問題であり，社会的影響も大きいことから，最高裁の判断を示す

ことが法的正義の実現と婚姻秩序の安定のために必要だと考えられたから

ではないかと推察される。この最高裁判決の判旨に沿って翌平成２８年に民

法７３３条が改正された。 

オ 新安保法制法は，長年の政府解釈をレトリック上の詭弁をもって解釈改憲

を敢行したもので，法的にはクーデターと言われるものであり，昭和６０年

判決に言う「立法の内容が憲法の一義的な文言に違反しているにもかかわら

ず国会があえて当該立法を行うがごとき，容易に想定し難いような例外的な

場合」に該当する。当然，平成１７年判決に言う「立法の内容が国民に憲法

上保障されている権利を違法に侵害するものであることが明白な場合」や平

成２７年判決に言う「法律の規定が憲法上保障され又は保護されている権利

利益を合理的な理由なく制約するものとして憲法の規定に違反するもので

あることが明白である場合」にも該当することは準備書面（１９）（２３）な

どでも論述した。なお，念のため述べると，平成１７年判決に言う「国民に

憲法上保障されている権利」が被告の主張する「具体的権利」と同義ではな

いことはすでに述べた通りである。 

    「立法内容が，権利を違法に侵害するものであることが明白」（平成１７年

判決）「法律の規定が権利利益を合理的理由なく制約するものとして憲法の

規定に違反するものであることが明白」（平成２７年判決）という要件を満た

すかどうかの判断において，立法内容そのものの憲法適合性の判断は論理上

避けることができない。 
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⑶ 平成１７年判決及び２７年判決の判断枠組みと立法国賠における判

断順序 

   そもそも，国賠訴訟の要件事実からは，違法行為→損害の発生（権利侵害）

→因果関係の順に判断されるべきであるので，本件でも論理的には，違法行為

すなわち憲法適合性に関する判断が，権利侵害の発生の有無の判断に先行する

はずである。 

この点，平成１７年判決，平成２７年判決および同日になされた夫婦同姓強

制規定合憲判決いずれもが，問題となっている立法内容の憲法適合性判断を先

行させた。本件において，これと異なる判断手法をとる理由は全くない。 

 

第３ 新安保法制法の司法による憲法適合性判断の必要性と重要性 

１ 最近の最高裁の活性化と憲法判断の精緻化 

平成２７年夫婦同姓強制規定合憲判決（平成２６年（オ）第１０２３号 損害賠

償請求事件 平成２７年１２月１６日）が結論が請求棄却であっても憲法適合性

判断を先行させた趣旨に関して，以下の分析がなされている。すなわち，合憲又

は違憲の判断を明示的に示す必要性が当該憲法問題の重要性・社会的影響等を考

慮した個々の事案ごとの裁判所の裁量に委ねられ，特に憲法判断を責務とする最

高裁判決においては，憲法適合性につき各裁判官の多様な意見があり得る事件に

ついて，仮に国家賠償請求を棄却すべきものとする場合であっても，憲法判断に

ついての各裁判官の意見を明示的に示すために，憲法適合性を判断したものであ

る（判タ１４２１号，８９頁）。 

この１０年余りの間，最高裁は５件の法令違憲の判断をし，最近の最高裁の活

性化と憲法判断の精緻化の流れは，今日まで続いている。最近の最高裁は，立法

裁量が比較的広範な領域でも，憲法適合性が重要争点となっている事件では，立

法府に許される裁量権が適切に行使されているかという観点から立法府の裁量

権に対する統制を行っている。 
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さらに，昭和６０年判決，平成１７年判決，平成２７年判決から読み取れると

ころは，「一見明白に違憲な立法行為は国賠法上も違法である（少なくとも違法で

ある可能性がある）」ということである。一見明白に違憲を疑うべき内容の立法行

為がなされた場合，憲法判断を回避することは，立法国賠の要件事実たる違法性

について判断を欠くことになる。従って，判断回避は許されず判断することが義

務的であると言える。 

なお，佐藤幸治教授によれば，「憲法判断回避の準則をどこまで厳格に考えなけ

ればならないかは一つの問題である。この点厳格に解する説もあるが，国民の基

本的な人権にかかわり，類似の事件が多発するおそれがあり，しかも憲法上の争

点が明確であるというような事情の存する場合には，裁判所が憲法判断をするこ

とが是認されてしかるべきものであろう」とされている。 

 

２ 本訴訟における憲法判断の必要性 

本訴訟では，国民の関心が憲法適合性にあり，全国各地で同種訴訟が提起され

ている。合憲又は違憲の判断を明示的に示す必要性とその重要性は過去類を見な

いほどである。特に日本の国のあり方を根本的に変える解釈改憲を放置するか否

かが問われており，この観点から考えても，憲法適合性審査は裁判所の義務と言

って過言でない。下級審にも違憲立法審査権が付与されており，憲法適合性判断

を躊躇すべきではない。 

そもそも，国賠訴訟のみならず，ほとんどの類型の訴訟で，近年争点整理の重

要性が指摘され，争点を絞り，最重要争点について判断するというのが裁判所の

態度である。その観点からも，裁判所は重要争点の判断を避けることはできない。

そのような裁判は国民のためにならず，事件・事案の終局的解決及び人権保障に

つながらない。平成１７年判決，平成２７年判決が，いずれも法令の憲法適合性

について判断を先行させたのは，それが最重要争点であったからに他ならない。 

本件でも，被告の訴訟態度は，準備書面（１９）で主張したとおり新安保法制
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法の違憲性を否定するものと解するほかはなく，弁論の全趣旨に照らしても，憲

法適合性は最重要争点となっている。 

 

３ 本件の被侵害利益の特殊性と憲法判断の必要性 

⑴ 被侵害利益の性質・戦争被害 

   本訴訟で原告らが訴えているのは戦争に巻き込まれる危険を感じることによ

る戦争体験のトラウマ再現や不安，恐怖，焦燥感，怒りなどである。すなわち，

戦争関連被害であって，他の生命･身体等への権利侵害とは別の考慮が必要で

ある。 

   具体的には，戦争被害は，歴史的に見ても，国際関係の悪化や情勢の緊迫化

から現実の武力攻撃等の発生まで一気に，数日で進む可能性があることを考慮

しなければならず，一度戦争が起こり，戦争に巻き込まれた場合には，事後的

救済が困難である。 

   すなわち，本訴訟のような立法国賠の場合には，現実の被侵害利益の大小･損

害の範囲が問題となっているのではなく，被侵害利益の法適合性が問題となっ

ており，原告らの不安や焦燥，怒り等が全くの被害妄想や杞憂であることが明

らかでない限り法的に保護されねばならない。 

   戦争被害という具体的な危険が発生してからでは損害回復が不可能な権利が

被侵害利益となっているのであり，通常の生命・身体への権利侵害の場合と同

様の具体的・現実的危険ないし被害が発生するまで保護されないとすれば，実

際に被害が発生する段階では，司法権の発動どころか，国家転覆の危険すらあ

り，救済は不可能である。それは，現実の被害を甘受せよと言うに等しい。従

って，前倒しの保護がどうしても必要であり，国家機関でそれができるのは今

や司法をおいて他にない。もはや多数決原理による民主的過程を待っていては

遅い。また，多数決原理でも奪えない国民の憲法上の権利ないし法的利益保護

の問題であり，多数決原理に伴う受忍限度内の被害などとして片付けられない。
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（以上前掲 甲Ｂ１５０ 高作意見書） 

 

⑵ 違憲立法審査権の憲法保障機能と国家賠償制度の法治主義維持機能 

   付随的違憲立法審査制であっても人権保障機能だけでなく憲法保障機能があ

り，これを発揮することが期待されていることは準備書面（１７）でも述べた。

また違憲立法審査制についてどのような制度をとるにかかわらず多くの国々

の裁判所が積極的に違憲判断を行っている実情はすでに主張立証した（甲Ｂ１

７青井意見書，同６６ 青井調書， 飯島証人調書２４～２６  など）。 

加えて，国家賠償法には，公務員ないし国家の行為が法に従って行われるべ

きであるという法治主義を維持する機能がある。 

   憲法に反し，かつ法に反する疑いのある国家の行為が繰り返されるが，審査

されないということは，憲法保障機能と法治主義維持機能を害する。(前掲高作

意見書) 

   日本が立憲主義に基づく法治国家であるか否かが問われている。 

 

第４ 小括 

 繰り返すが，本件は新安保法制法の憲法９条違反が明白であり解釈改憲がなされ

たとして，その憲法適合性が直接的に問われている訴訟である。裁判所が合憲性統

制に積極的に乗りだすべき場面であり，憲法判断は裁判所の重大な職責であり，避

けることはできない。 

  

終章 おわりに――原告らが裁判所に望むこと 

１ 武力の本質は殺傷と環境破壊である。武力による威嚇は自国の要求を受け入れ

させるための強迫行為である。世界はこれらを違法とし克服するために前世紀か

ら継続して努力してきた。それは世界から戦争と武力（暴力）の元凶たる圧迫と

偏狭，専制と隷属を永遠になくそうとする努力である。日本国民は，その国際的
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努力において先頭にたち，平和を愛する世界の人々の公正と信義に信頼して，自

らの安全と生存を確保するため，戦争を放棄し，軍隊を持たず，政府に戦争を二

度とさせないことを誓った。そして，全世界の人々が恐怖と欠乏から免れ平和の

うちに生きる権利を有することを確認した。（日本国憲法前文，９条） 

国際連合においては，「人間の安全保障」概念のもと，２０１６年１２月１９日

平和への権利宣言が採択され，核兵器禁止条約が２０２１年１月に発効すること

となり，誰１人取り残さない=SDGs Sustainable Development Goals ）という行

動計画に取り組んでいる。このような国際的な法秩序において，日本国憲法の徹

底した恒久平和主義の立場は先駆的であるとともに現実的なものになりつつあ

る。国際的にも国内的にも， もはや，日本国憲法前文を抽象的な理想を語るにと

どまるなどと解釈できる社会情勢ではない。勿論，その裁判規範性を否定できる

合理的根拠もない。また日本国憲法１３条は個人の尊厳と生命，自由，幸福追求

権を謳うが，武力行使の被害者にも加害者にもならず，かつその脅威にも晒され

ないことは，全ての諸権利の基盤であり前提である。国民主権主義に照らし憲法

制定権力及びその変形たる憲法改正権力は国民にあり，日本国憲法９６条の国民

投票制度は，その権利を実効あらしめるための制度的保障である。 

 

２  これらは，日本国憲法の特徴たる恒久平和主義，基本的人権尊重，国民主権主

義から容易に導き出せるものであり，日本国民にとって最も重要な基本的権利な

いし憲法上認められる法的利益である。  

国家賠償法は，国家の目的が国民の個人の尊厳・基本的人権尊重にあることに

照らし，公務員の違法行為による個人の権利侵害を保護する制度であり，日本国

憲法１７条の実施法である。日本国憲法に位置づけられた制度が，日本国憲法か

ら導き出されるこれらの重要な諸権利ないし法的利益を対象外にしているとは

到底考えられないところである。 
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３ 新安保法制法が，日本を武力行使加担国にし，引いては日本だけでなく世界の

人々を恐怖と欠乏に陥れる危険な法律であり日本国憲法に明白に違反すること

は既に繰り返し述べてきた。国民を戦争ないし戦争準備体制に巻き込み，経済的

には格差と大多数の国民の相対的貧困と不利益を，社会的には相互不信と分断と

孤立を，心理的には日常的かつ具体的な不安と精神の荒廃をもたらすことは，こ

れ以上ないほどの重大な違法行為である。違憲の新安保法制法成立によって，現

実に，国民に，明確な根拠のある具体的不安や日常生活上の不利益をもたらして

いることも本訴訟で原告は繰り返し明らかにしてきた。もはや，武力攻撃事態を

待たなければ損害がないなどと現実逃避の幻想が許容される場面ではない。それ

では遅すぎるが故の本訴訟である。 

戦後，国家賠償責任を問われた公害，環境，ハンセン病を代表とする感染症へ

の差別偏見もまた，究極的には戦争・武力に依存する国家・政治・経済体制と密

接に関連している。そして，これらについては，司法において一定の救済がなさ

れてきた。戦争克服への途上である世界情勢を踏まえ平和憲法の枠内での武力依

存にとどめる努力をしてきた日本の体制を質の異なる積極的武力国家体制に変

容させるのが，新安保法制にほかならない。この明白な違憲立法によって国民の

未来に暗黒をもたらすこともまた明白である。これらの国民の被害が保護されな

いなどというのは司法の姿勢としても，法理論・法解釈としても破綻している。 

 

４ 裁判官はその良心に従い独立して職権を行い，憲法，法律にのみ拘束される（日

本国憲法７６条３項）。憲法が三権分立を定め，裁判所に司法権を委ねたのは，立

法権および行政権の権限行使が憲法および法に適合するか否かをチェックし，立

憲主義と法治主義を守る役割を期待したからに他ならない。そのバランスが大き

く崩れようとしている。言うまでもなく，間接民主制は国民の政権に対する「白

紙委任」を意味しない。そして，憲法が国家の政治原則と政治体制を規定する最

高法規である以上，違憲性を問う問題は政治と無関係ではあり得ない。判断を回
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避することは，結局，立法・行政の違憲立法を追認し，改憲を目指してきた歴代

政権が差し控えてきた禁じ手の解釈改憲を黙認し，それに手を貸すことに他なら

ない。そして，それは，裁判所が憲法が期待する権限を行使せず，時の政権の奴

隷となり，裁判官の良心を売り渡すことである。それは，国民からの信頼を失う

自殺行為に他ならない。 日本国憲法が改正されていないことは公知の事実であ

る。日本国憲法および国家賠償法に照らし愚直に法解釈を突き詰めれば，自ずと

結論は明らかである。     

以上 


